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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

(注) １ 提出会社は、平成14年１月４日に㈱パイロット、パイロットインキ㈱及びパイロットプレシジョン㈱の完全親会社として

設立されたため、第１期より連結財務諸表を作成しております。なお、提出会社と㈱パイロットは平成15年７月１日に合

併しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第３期及び第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストックオプション(新株予約権)を付与しており

ますが、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載を省略しております。また、第１期及び第２期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等を発行していないため、記載を省略しております。 

４ 第２期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)

を適用しております。 

５ 第５期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用して

おります。 
  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 (百万円) 78,721 74,870 73,974 74,467 80,593

経常利益 (百万円) 2,474 1,814 2,204 2,462 4,348

当期純利益 (百万円) 1,080 742 1,212 994 1,684

純資産額 (百万円) 20,155 21,302 23,040 27,255 30,762

総資産額 (百万円) 82,860 79,074 76,590 81,269 83,869

１株当たり純資産額 (円) 504,430.40 494,250.32 531,040.61 613,496.85 651,368.54

１株当たり当期純利益 (円) 27,448.73 16,950.61 27,118.44 21,753.10 37,716.89

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 37,357.58

自己資本比率 (％) 24.3 26.9 30.1 33.5 35.8

自己資本利益率 (％) 5.4 3.6 5.5 4.0 5.9

株価収益率 (倍) 12.4 19.2 13.5 26.7 23.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,611 5,196 4,309 5,559 3,623

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,128 △2,136 △1,098 △2,436 △3,256

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,628 △2,876 △3,386 △2,625 119

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 3,148 3,314 3,107 3,427 4,194

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者
数) 

(名) 
2,718 
(574)

2,607
(579)

2,577
(523)

2,476 
(504)

2,434
(515)



(2) 提出会社の最近事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 提出会社は、平成14年１月４日に㈱パイロット、パイロットインキ㈱及びパイロットプレシジョン㈱の完全親会社として

設立されたため、第１期より財務諸表を作成しております。なお、提出会社と㈱パイロットは平成15年７月１日に合併し

ております。 

２ 売上高(営業収益)には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第３期及び第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストックオプション(新株予約権)を付与しており

ますが、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載を省略しております。また、第１期及び第２期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等を発行していないため、記載を省略しております。 

４ 第２期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)

を適用しております。 

５ 第２期の１株当たり配当額には、記念配当1,000円を含んでおります。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高(営業収益) (百万円) 495 27,977 51,458 51,689 53,258

経常利益 (百万円) 356 228 422 1,401 2,276

当期純利益 (百万円) 326 234 388 867 870

資本金 (百万円) 2,340 2,340 2,340 2,340 2,340

発行済株式総数 (株) 46,814.56 46,814.56 46,814.56 46,814.56 46,814.56

純資産額 (百万円) 18,279 18,734 19,274 20,614 22,116

総資産額 (百万円) 18,306 59,497 59,279 59,199 60,471

１株当たり純資産額 (円) 391,677.51 421,316.84 433,639.74 464,023.92 479,736.77

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
(円) 

5,000.00 
(―)

6,000.00
(―)

5,000.00
(2,500.00)

6,000.00 
(2,500.00)

7,000.00
(3,000.00)

１株当たり当期純利益 (円) 6,989.92 4,743.72 8,378.67 19,169.76 19,490.43

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 19,304.76

自己資本比率 (％) 99.9 31.5 32.5 34.8 36.6

自己資本利益率 (％) 1.8 1.3 2.0 4.4 4.1

株価収益率 (倍) 48.8 68.7 43.6 30.3 45.0

配当性向 (％) 71.4 113.9 57.2 30.7 35.9

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者
数) 

(名) 
6 
(―)

1,301
(189)

1,251
(175)

1,175 
(159)

1,133
(151)



２ 【沿革】 

  

  

大正７年１月 株式会社並木製作所を設立し、万年筆の製造、販売開始 

大正15年10月 インキ製造、販売開始 

昭和２年６月 シャープペンシル製造、販売開始 

昭和10年12月 株式会社並木製作所志村工場(昭和41年５月東京工場に改称)を開設 

昭和13年６月 株式会社並木製作所を「パイロット萬年筆株式会社」と改称 

昭和23年11月 パイロット萬年筆株式会社平塚工場を開設 

昭和25年４月 パイロットインキ株式会社を設立(現・連結子会社) 

昭和35年１月 パイロット機工株式会社を設立 

昭和36年６月 ボールペン製造、販売開始 

昭和36年10月 パイロット萬年筆株式会社が東京証券取引所市場第２部に上場 

昭和37年８月 パイロット萬年筆株式会社が東京証券取引所市場第１部銘柄に指定替え、大阪証

券取引所市場第１部に新規上場 

昭和39年12月 コンピュータリボン製造、販売開始 

昭和47年７月 パイロット・コーポレーション・オブ・アメリカを設立(現・連結子会社) 

昭和48年７月 貴金属・宝飾品類製造、販売開始 

昭和50年４月 パイロット機工株式会社を「パイロットプレシジョン株式会社」と改称(現・連結

子会社) 

昭和53年11月 パイロット萬年筆株式会社伊勢崎工場、東松山工場(昭和63年１月東松山事業所に

改称)を開設(東京工場より移転) 

平成元年10月 パイロット萬年筆株式会社を「株式会社パイロット」と改称 

平成６年12月 パイロット・インダストリー・ヨーロッパ・エス・アー(平成10年12月パイロッ

ト・ペン・フランス・エス・アーと合併しパイロット・ヨーロッパ・エス・アー

に改称、平成13年12月パイロット・コーポレーション・オブ・ヨーロッパ・エ

ス・アーに改称)設立 

平成11年４月 株式会社パイロット伊勢崎第二工場を開設 

平成13年12月 株式移転により株式会社パイロットは東京証券取引所市場第１部、大阪証券取引

所市場第１部上場廃止 

平成14年１月 株式会社パイロット、パイロットインキ株式会社及びパイロットプレシジョン株

式会社が株式移転により株式会社パイロットグループホールディングスを設立、

東京証券取引所市場第１部、大阪証券取引所市場第１部に新規上場 

平成15年７月 株式会社パイロットグループホールディングスが株式会社パイロットを吸収合併

し、社名を「株式会社パイロットコーポレーション」と改称 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社22社及び関連会社４社より構成されており、「スティショナリー用品」、「その

他」の製造、仕入及び販売を主な事業としているほか、これらに付帯するサービス業務を営んでおります。 

各事業の主な内容は、次のとおりであります。 
  

  

事業の系統図は次のとおりであります。 
  

 
  

スティショナリー用品 万年筆、シャープペンシル、ボールペン、マーキングペン、インキ、

替芯、ノート類、バッグ類、ファイル、磁気利用筆記板、コンピュー

タリボン、コンピュータ関連用品類等 
    

その他 リング等の貴金属アクセサリー、玩具、セラミックス部品、サービス

業務(グループ内物流、包装等) 



４ 【関係会社の状況】 
平成18年12月31日現在 

(注) １ 議決権の所有割合の(内書)は間接所有であります。 

２ 特定子会社であります。 

３ 持分は、100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

４ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

  パイロット・コーポレーション・オブ・アメリカの主要な損益情報等 

  パイロット・コーポレーション・オブ・ヨーロッパ・エス・アーの主要な損益情報等 

  

名称 住所
資本金
又は出資金 
(百万円) 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 

(連結子会社)     

パイロットインキ㈱ 
(注)２ 

愛知県 
名古屋市 
昭和区 

220
筆記具の製造及び玩具等
の製造・販売 

100.0
当社製品の製造 
役員の兼任あり 

パイロットプレシジョン㈱ 
神奈川県
平塚市 

144
筆記具の製造及び光通信
用部品等の製造・販売 

100.0
当社製品の製造 
役員の兼任あり 

㈱北海道パイロット 
北海道札幌市 
東区 

80 筆記具等の販売 100.0
当社製品の販売 
資金援助あり 
役員の兼任あり 

㈱パイロットロジテム 
神奈川県
平塚市 

30 物流業 100.0
当社製品の発送 
業務 

パイロット・ペン 
(ドイチェランド)ゲー・エ
ム・ベー・ハー (注)２ 

ドイツ 
オストスタイ 
ンベック 

千ユーロ

2,070 
筆記具等の販売 100.0 当社製品の販売 

パイロット・ 
コーポレーション・オブ・ 
ヨーロッパ・エス・アー 
(注)２、４ 

フランス
アロンジェ・ 
ラ・カイユ 

千ユーロ

7,216 
筆記具等の製造・販売 100.0

当社製品の製造 
及び販売 
保証債務あり 
役員の兼任あり 

ザ・パイロット・ペン・ 
カンパニー(ユー・ケー) 
リミテッド 

英国バッキン 
ガムシャー 

千スターリングポンド

640 
筆記具等の販売 100.0

当社製品の販売 
役員の兼任あり 

パイロット・ペン・ 
サウス・アフリカ・ 
リミテッド 

南アフリカ 
ガウテング 

千ランド

4,324 
筆記具等の販売 100.0 当社製品の販売 

パイロット・ペン 
(スウェーデン) 

スウェーデン 
リーディンゲ 

千スウェーデンクローネ

100
筆記具等の販売 100.0 当社製品の販売 

パイロット・コーポレー 
ション・オブ・アメリカ 
(注)２、４ 

米国 
コネチカット 

千米ドル

23,500 
筆記具等の製造・販売

100.0
(37.2)

当社製品の製造 
及び販売 
保証債務あり 
役員の兼任あり 

パイロット・ペン・ド・ 
ブラジル・エス・アー 
(注)２ 

ブラジル
サンパウロ 

千レアル

3,200 
筆記具等の製造・販売

99.8
(26.4)

当社製品の製造 
及び販売 

パイロット・ペン 
(シンガポール)リミテッド 

シンガポール 
千シンガポールドル

2,000 
筆記具等の販売 80.0 当社製品の販売 

パイロット・ペン・ 
カンパニー(ホンコン) 
リミテッド 

香港 
千ホンコンドル

2,500 
筆記具等の販売 57.5

当社製品の販売 
役員の兼任あり 

華百文具用品股份有限公司 
(注)２、３ 

台湾台北市 
千ニュータイワンドル

70,000
筆記具等の販売 50.0

当社製品の販売 
役員の兼任あり 

① 売上高 19,525百万円

② 経常利益 1,121 〃 

③ 当期純利益 700 〃 

④ 純資産額 9,187 〃 

⑤ 総資産額 14,052 〃 

① 売上高 13,819百万円

② 経常利益 190 〃 

③ 当期純利益 90 〃 

④ 純資産額 1,571 〃 

⑤ 総資産額 8,855 〃 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 平均勤続年数は合併した㈱パイロットからの通算であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社における労働組合は、総組合員数949名で組織されており、上部団体には属しておりません。 

なお、労使関係については安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

スティショナリー用品 
2,129 
(349) 

その他 
182 
(166) 

全社(共通) 123 

合計 
2,434 
(515) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

1,133 
(151) 

39.1 15.9 5,969



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな景気回復のなかで、堅調な企業収益の拡大が期待成長率を上昇

させて、全般に設備投資の底堅さを示しました。また、雇用情勢や所得水準など労働環境面の改善は、株価や個人

消費を押し上げましたものの、後半の天候要因等により一転し、その間、設備投資の鈍化なども相まって、国内最

終需要の減少は先行きを懸念させるものとなりました。 

海外経済につきましては、米国経済の減速も限定的なものに留まりつつあり、また欧州では予想以上の景気回復

が見られたほか、中国・アジア諸国におきましても概ね堅調に推移しました。 

為替相場につきましては、前半のドル安円高傾向はありましたものの、特に後半は対ユーロとも円安基調で推移

しました。 

国内の文具業界におきましては、文具小売店の減少や各メーカーが保有する技術伝承の問題、また海外模倣品対

策への継続的な取り組みや、特に製商品の安全性対策は改めて広く問われるものとなりました。 

このような情勢のなかで、当社及び当社グループは、経営の基本方針であります「顧客主義」の真価を発揮する

ため、筆記具を中心とする高機能・高付加価値・高品質及びデザイン性を備えた、マーケティング重視の「ものづ

くり」という姿勢が揺らぐことはありません。 

当社及び当社グループが、全社一丸となり鋭意営業に努めました結果、当期連結売上高は805億93百万円(前年同

期比8.2％増)となりました。商況を国内外別に分けてみますと、国内市場における当期国内連結売上高は、スティ

ショナリー用品市場全般の厳しさを反映し308億46百万円(前年同期比1.3％減)となり、海外市場における当期海外

連結売上高は、欧米地域の好調などにより497億47百万円(前年同期比15.1％増)となりました。 

また当連結会計年度の損益面につきましては、連結営業利益は62億62百万円(前年同期比52.1％増)、連結経常利

益は43億48百万円(前年同期比76.6％増)となりました。連結当期純利益は16億84百万円(前年同期比69.3％増)とな

りました。 

  

事業別の状況は、次のとおりであります。 

(1) スティショナリー用品 

 [国内営業の状況] 

国内市場の筆記具販売につきましては、伝統の万年筆「カスタム74」やスリムに生まれかわった万年筆「キ

ャップレス・デシモ」を始め、ボールペン・シャープペンシルの「スーパーグリップ・ノック」や「レックス

グリップ」、更に当期発売の可動式リフトクリップ搭載のボールペン・シャープペンシル「オプト(opt.)」、

また選べる２色のゲルインキボールペン「ハイテックＣコレト」などが、それぞれ好評でありました。 



そのなかで、当期後半の新製品筆記具では、創立88周年記念限定蒔絵万年筆「獅子・狛犬」と「仁王」を始

め、1963年発売の初代キャップレス万年筆と同様にペン先の回転繰出式を採用した「キャップレス・フェル

モ」、写真や黒い紙はもちろん、金属・プラスチック・ガラスなどにも書ける水性ボールペン「ラテ(Latte)」

や温度設定により色が変化するメタモインキ搭載の新製品ラインマーカー「フリクションライン(FRIXION 

LINE)」などがそれぞれ好評でありました。更に、蒔絵と並ぶ漆芸技法の粋であります「沈金」を施した万年筆

「NAMIKI 雉(きじ)と桜」は、全世界で限定販売いたしました。 

新製品文具の販売につきましては、上記メタモインキの機能を応用した学童向け文具シリーズ「アルファビ

ッツ」や、高密度の強力「スーパーグルー(SUPER Glue)テープのり」、またシンプルで使い易い高品質の新定

番ノート「NOTE IT!(ノートイット!)」などを発売し、それぞれ好評でありました。 

コンピュータ関連用品類等につきましては、当該製商品群の将来性と収益性等を考慮し、一部につき販売戦

略などの見直しを図っております。 

 [海外営業の状況] 

海外市場につきましては、米州・欧州地域を中心にゲルインキボールペン「Ｇ－２」や水性ボールペン「ハ

イテックポイントＶ５／Ｖ７」シリーズ、また温度設定により色が変化するメタモインキ搭載のボールペン

「FRIXION BALL(フリクションボール)」は、前期から欧州地域で発売以来、着実にその販売実績を伸ばしてお

ります。 

そのなかで、ノック式ゲルインキボールペン「Ｇ－２」は、年初の予想を遥かに超えた好調な販売実績を上

げることができました。今や「Ｇ－２」ブランドは、ノック式ゲルインキボールペンの「代名詞」として、特

に米州地域を中心にグローバル・スタンダードの地位を築きつつあります。それに伴い、当社では国内生産ラ

インを増やして生産能力を拡充するなど、その受注体制を強化してまいりました。 

また当期発売いたしました新製品のなかでは、水性ボールペン「NewV-Ball Grip(ニュー・Ｖボール・グリッ

プ)」やノック式ゲルインキボールペン「Ｇ－２ mini(ミニ)」が、それぞれ好評でありました。 

  

(2) その他 

(ア)宝飾事業 

当事業は、当社独自の貴金属加工技術を活かし、マリッジリングを始め、新製品のエタニティーリングやID

ペンダントその他の製商品を製造、国内の宝飾市場で販売しております。特に、当期は貴金属地金価格の高騰

も続くなかで、当社製商品の販売価格を改定するなど、鋭意営業に努めました結果、当事業の当期連結売上高

は15億45百万円(前年同期比11.3％増)となりました。 

(イ)玩具事業 

当事業は、従来から当社の国内連結子会社でありますパイロットインキ株式会社(愛知県名古屋市)が、当該

子会社独自のメタモインキ技術やノウハウ等を活かした「メルちゃん」人形を始め、「スイスイお絵かき」や

バストイなどの幼児用知育玩具等を製造し、国内及び海外に販売いたしております。その結果、当事業の当期

連結売上高は54億７百万円(前年同期比19.3％増)となりました。 



(ウ)オプトセラミクス事業 

当事業は、従来から当社の国内連結子会社でありますパイロットプレシジョン株式会社(神奈川県平塚市)

が、当該子会社のシャープペンシルの替芯製造における焼成技術や押出し成形技術などを応用した、「貫通孔

細管」セラミック製品を製造・販売するものです。光通信部品、各種センサー部材のみならず、医療機器分野

に対する様々なアプローチを行っております。 

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(日本) 

国内の市場におきましては、価格競争及びシェア争いの厳しい中、売上高は387億１百万円(前期比0.1％増)で

したが、高収益製品の売上増加が寄与し、営業利益は38億50百万円(前期比46.4％増)となりました。 

(米州) 

ゲルインキボールペンの販売が好調であり売上高は221億48百万円(前期比19.9％増)、営業利益は16億93百万円

(前期比38.2％増)となりました。 

(欧州) 

順調な景気拡大が続くユーロ圏では、価格競争は依然厳しいものの、売上高は155億58百万円(前期比17.9％

増)、営業利益は８億37百万円(前期比126.3％増)となりました。 

(その他の地域) 

アジア等におきましては、各地の連結子会社の業績が好調であり、売上高は41億85百万円(前期比1.2％増)、営

業利益は５億１百万円(前期比22.6％増)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ７億66百万円増加し、41億94百万円となりま

した。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の増加は36億23百万円(前期は55億59百万円の増加)となりました。これは、主に税金等調

整前当期純利益の32億63百万円と減価償却費の25億50百万円によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は32億56百万円(前期は24億36百万円の減少)となりました。これは、主に有形固定

資産の取得による支出26億30百万円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の増加は１億19百万円(前期は26億25百万円の減少)となりました。これは主に、長期借入

金の返済による支出43億38百万円があった一方で、長短借入金による収入37億77百万円、並びに自己株式の売却

による収入11億９百万円によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額は工場出荷価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

見込生産を主体としており、受注生産は僅少であるため、記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はないため、記載を省略しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

スティショナリー用品 33,634 3.8 

その他 5,536 13.9 

合計 39,171 5.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

スティショナリー用品 72,787 10.0 

その他 7,806 △5.8 

合計 80,593 8.2 



３ 【対処すべき課題】 

当社及び当社グループの中長期的な経営戦略につきましては、基本方針の「顧客主義」を起点として、特に中核事

業であります筆記具への経営資源の集中化を鋭意進めております。筆記具市場の情勢は、海外市場のみならず国内市

場の競争激化が著しく、特に現有の国内営業及び生産体制の強化・見直しは、当社及び当社グループの経営戦略上、

将来価値を方向付ける重要な課題であります。 

① 当社の「国内営業体制」の強化・見直しについて 

国内筆記具市場の成熟と収縮が進行するなかで、当社は、企業の生き残りを託した「国内営業体制」の強化・見

直しを実施してまいります。 

当社が対処すべき主な課題は、各筆記具アイテムにおける市場占有率の向上施策や主要な戦略商品開発のスピー

ドアップはもとより、市場における商品育成と定着化の促進などにあります。また、ノート類・バッグ類・磁気利

用筆記板・コンピュータ関連用品類等その他主力のスティショナリー用品につきましては、効率的な商品企画と販

売展開の強化・見直しなどを図ってまいります。 

  

② 当社の「海外事業」の対処すべき課題について 

当社の海外事業につきましては、筆記具市場は地域別に特性を有しておりますことから、個別のマーケティング

手法を活用するなど、多面的な営業戦略を展開しております。 

海外事業における今後の対処すべき課題は、主に次のとおりであります。 

(ア)主要地域における販売促進の強化 

(イ)PB商品など他社低価格筆記具の攻勢リスク対策 

(ウ)新規製商品の迅速な企画及び開発上市 

(エ)海外子会社のグループ経営管理体制の見直し 

なお、当社は、平成18年12月25日開催の当社取締役会において、当社の海外子会社であります「派拉特文具(上

海)有限公司」の解散を、また平成19年２月20日開催の当社取締役会において、当社の海外子会社であります「上海

百楽制筆有限公司」の解散を、それぞれ決議いたしました。これにより当社は、中国における販売拠点を、平成16

年５月に設立した「百楽貿易(深圳)有限公司」に集約いたしました。 

同様に、平成19年２月１日開催の当社取締役会において、当社の海外子会社であります「パイロット・ペン(中

東)会社」の解散を決議いたしました。 

これらは、今後の海外における生産あるいは販売戦略を見直すにあたり、業務体制の効率化を目的とするもので

あります。 

  

③ 当社及び当社グループの「国内生産体制」の強化について 

１ 当社及び当社グループの「生産拠点の再編計画」に関する事項 

当社は、平成18年11月27日付で、「当社及び当社グループの「生産拠点の再編計画」に関するお知らせ」(以

下、「本再編計画」といいます。)を公表いたしました。 

本再編計画の内容は、現在、当社の子会社であり、シャープペンシル等の筆記具製造を主力とするパイロット

プレシジョン株式会社(神奈川県平塚市)を、今後３年以内を目処に経営統合するものです。これに伴い、パイロ

ットプレシジョン株式会社の生産工場を当社の平塚工場(神奈川県平塚市)に拠点統合し、同地域に所在する当社

及び当社グループの生産拠点を集約いたします。 



本再編計画の目的は、当社及び当社グループ全体の企業価値及び株主の皆様の共同の利益の確保・向上はもと

より、製商品のコスト競争力及び技術開発力を一層向上させることにあります。 

これにより当社は、筆記具に関する商品開発力に加え、その他新規事業の構築などに関連して、当社及びパイ

ロットプレシジョン株式会社が各々に保有する独自の技術力を融合した研究開発を推進させるとともに、国内外

の厳しい経営環境を乗り切り、経営資源の最適配分による効率的な開発投資、生産の効率化やコスト削減を推進

してまいります。併せて、平塚工場と伊勢崎工場(群馬県伊勢崎市)及び東松山事業所(埼玉県比企郡滑川町)との

連携強化を図るなど、当社の生産効率化及び経営の合理化を一段と進めてまいります。 

  

２ 第三者割当による自己株式の処分に関する事項 

当社は、平成18年11月27日付で「第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ」を公表し、当社及び当

社グループの取引先９社に対して、当社の保有する自己株式1,300株を譲渡いたしました。これは、取引先各社と

の協力関係の強化を図るとともに、上記１の本再編計画を推進し、達成するために必要となる資金調達を目的

に、当社の保有する自己株式の一部を譲渡したものであります。 

  

３ 当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)の導入に関する事項 

当社は、平成18年11月27日付で公表いたしました「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)

の導入に関するお知らせ」のとおり、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益の確保・向上の取り組みとし

て、当社に対する濫用的な買収を未然に防止するため、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(以下、「本

プラン」といいます。)の導入を、同日開催の当社取締役会にて決議いたしました。 

当社及び当社グループは、更なる経営効率化を推進するため、上記１の本再編計画を推進し、同時にかかる本

再編計画の達成を目的とした資金調達を実施することなどにより、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益

を確保・向上させるべく、当社及び当社グループが一丸となって実行する必要があります。 

当社は公開会社である以上、昨今の企業買収に対するわが国法制度・企業文化の変化・変容、経営環境の変化

などにより、単独あるいは共同して、当社の経営権に影響を与え得る株式の取得を目指す者(以下、「買収者」と

いいます。)が現れることも想定しなければなりません。しかしながら、買収者に対して株式を売却するか否かの

判断や、買収者に対して会社経営を委ねることの是非に関する判断は、基本的には、個々の株主の皆様のご意思

に委ねられるべきものであると考えます。 

そのため、当社といたしましては、平成19年３月開催の当社定時株主総会において、本プランの導入につき、

株主の皆様のご意思を確認させていただき、ご承認いただきました。 

  



④ 内部統制の取り組みについて 

当社は、平成18年５月26日開催の取締役会において、「内部統制」の基本方針について、下記のとおり決議いた

しました。 

１ 取締役および執行役員その他の使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

(1) 当社は、取締役および執行役員その他の使用人の職務執行におけるコンプライアンス(法令遵守)体制を更に

徹底するため、「コンプライアンス基本規定」を作成します。 

(2) 当社は、本内部統制基本方針に従い、内部統制部門を設置し、総務部と連携してコンプライアンスの状況を

監査します。 

(3) 内部統制部門は、これらの活動を定期的に取締役会および監査役会に報告します。 

(4) 総務部は、コンプライアンスへの取り組みを横断的に統括し、関係部門と連携して社員教育を行ないます。 

２ 取締役および執行役員その他の使用人の職務執行に係る情報の保存および管理に関する事項 

(1) 当社は、「情報リスク管理細則」および付帯する関連マニュアルに従い、取締役および執行役員その他の使

用人の職務執行に係る情報を文書または電磁的記録媒体(以下、文書等といいます。)に記録し、保存します。 

(2) 取締役、および執行役員その他の使用人は、「情報リスク管理細則」や関連する「文書取扱いマニュアル」

等により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとします。 

３ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

(1) 当社は、「経営リスク管理規定」ならびに付帯する規定、細則およびマニュアルに従い、同規定に定義され

る経営リスク(コンプライアンス、環境、災害、品質、株式の買い占め、情報セキュリティー等を含むがこれら

に限りません。)等の経営上の重要事項に係るリスクに対応します。また必要に応じて、関連する細則やマニュ

アル等の社内ルールを作成・改定・配布し、社員教育を実施します。 

(2) 経営リスク管理責任者は、総務部担当役員とします。 

(3) 新たに経営リスクが発生したときは、「経営リスク管理規定」に従い、必要に応じて直ちに対策本部を設置

のうえ、対策本部が把握した経営リスクの内容および対策について、取締役会に報告します。 

(4) 組織横断的リスク状況の監視および全社的な対応は、経営リスク管理責任者の指示に従い、総務部が行ない

ます。 

４ 取締役および執行役員その他の使用人の職務執行が効率的に行なわれることを確保するための体制 

(1) 取締役会は、取締役、執行役員およびその他の使用人が共有する全社的な目標を定めます。 

(2) 取締役会は、これらの進捗状況を定期的に評価し、改善の促進を内容とした、全社的な業務の効率化が実現

できるシステムを構築します。 



５ 当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

(1) 当社は、当社および子会社の事業に関して責任を負う取締役または執行役員に、コンプライアンス体制、リ

スク管理体制を構築する権限と責任を与えます。 

(2) 当社は、子会社に対するコーポレート・ガバナンス体制を更に徹底するため、「パイロットグループ会社管

理規定」を作成します。 

(3) 内部統制部門は、本内部統制基本方針に従い、関係部門と連携して、子会社の内部統制の実効性を高めるた

めに必要な指導・支援を行ないます。 

６ 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにその使用

人の取締役、執行役員等からの独立性に関する事項 

(1) 当該使用人は、監査役会との協議により、監査役の要望した事項の業務監査を補助し、その結果を監査役会

に報告します。 

(2) 当該使用人は、取締役、執行役員等から、その内容に関する指揮命令を受けません。 

７ 取締役、執行役員または使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

(1) 取締役、執行役員または使用人は、監査役会に対して、法定の事項、当社および子会社に重大な影響を及ぼ

す事項、内部監査の実施状況、コンプライアンスの状況等の内容を、速やかに報告する体制を整備します。 

(2) 報告者・報告受領者・報告時期等の報告の方法については、取締役と監査役会との協議により決定します。 

８ 監査役会の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制 

(1) 監査役会と代表取締役社長、代表取締役専務および常務取締役との間で、必要に応じて意見交換会を設定し

ます。 

(2) 当社は、社外監査役への必要な情報提供とその独立性に配慮します。 

９ 当社は、必要に応じて、本内部統制基本方針を見直すものとします。 

  

⑤ 人材育成を目指す人事制度の改革について 

当社は、人材育成の強化・充実を目的に、平成19年１月から業績評価システムを反映させた新人事制度をスター

トいたしました。 

  

⑥ 株主優待策について 

当社は、今後の株主の皆様との良好な信頼関係を築きますことを目的に、当期前半、当社株式を１株以上保有さ

れている株主の皆様のご意見を伺う「株主様アンケート」調査を実施し、数多くの貴重なご意見をいただきまし

た。 

その結果を踏まえて、当社は、平成18年９月25日付で公表いたしました「株主優待制度の新設に関するお知ら

せ」のとおり、同制度を開始することといたしました。これは、毎年12月末日現在の株主名簿及び実質株主名簿に

記載又は記録された１株以上の当社株式を保有されている株主の皆様に対し、当社製品を贈呈するものです。 

今後も、当社は、株主・投資家の皆様に対する総合的な株主優待策等を、積極的に展開してまいる所存です。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす事

項は、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

① 当社及び当社グループの製商品の主要原材料であります金属及び樹脂等の石化製品の購入価格は、国内及び海外

の市況並びに為替相場の変動の影響を受けます。それにより、予期せぬ異常な変動が生じた場合は、当社及び当社

グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

② 当社及び当社グループは、当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用いたしております。今

後の経営環境の悪化等により、固定資産の収益性が低下した場合には、当社及び当社グループの業績や財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

③ 当社及び当社グループの事業のうち、当連結会計年度の売上高の61.7％が海外の売上高となっております。更

に、海外に連結子会社を10社保有しておりますので、為替相場の変動や海外子会社の経営環境の変化などにつきま

しては、当社及び当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 当社及び当社グループの主な生産拠点は神奈川県、群馬県及び愛知県に立地しておりますが、特に大規模地震等

予測不能の自然災害により、甚大な被害を受けた場合、当社及び当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、筆記具・インキに関する基盤技術を応用した独創的かつ環境保全と安全に配慮した筆記具及び

文具事務用品関連製品の開発を積極的に推進しております。 

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は12億10百万円で事業の種類別セグメントの研究開発活動並びにその

金額は、次のとおりであります。 

(1) スティショナリー用品 

・磁気表示媒体に関し、新規技術開発を進め、文具事務用品への製品化に取り組んでおります。 

・文具事務用品に関する各種素材の研究開発を進めております。 

・固有のインキ技術を応用した新しい筆記具の研究開発を進めております。 

当該研究開発費は11億５百万円であります。 

(2) その他 

・固有のインキ技術を応用した新しい玩具の製品化に取り組んでおります。 

当該研究開発費は１億５百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(財政状態) 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。 

(2) 当連結会計年度の財政状態の分析 

当社グループの総資産は前連結会計年度に比べ25億99百万円増加し、838億69百万円(前期比3.2％増)となりまし

た。当連結会計年度における資産・負債・純資産の状況は次のとおりであります。 

① 流動資産 

流動資産は前連結会計年度に比べ23億42百万円増加し、472億21百万円(前期比5.2％増)となりました。これは

主に、受取手形及び売掛金が21億22百万円増加したことによるものです。 

② 固定資産 

固定資産は前連結会計年度に比べ２億60百万円増加し、366億47百万円(前期比0.7％増)となりました。これ

は、有形固定資産、無形固定資産がそれぞれ２億55百万円、２億58百万円減少した一方で、投資その他の資産が

７億73百万円増加したことによるものです。 

③ 流動負債 

流動負債は前連結会計年度に比べ９億89百万円増加し、339億79百万円(前期比3.0％増)となりました。これは

主に、借入金が７億75百万円増加したことによるものです。 

④ 固定負債 

固定負債は前連結会計年度に比べ12億27百万円減少し、191億27百万円(前期比6.0％減)となりました。これは

主に、長期借入金が10億18百万円減少したことによるものです。 

⑤ 純資産 

純資産は前連結会計年度に比べ28億38百万円増加し、307億62百万円(前期比10.2％増)となりました。これは主

に、資本剰余金が９億19百万円、利益剰余金が13億82百万円増加したことによるものです。 

  

(経営成績) 

「第２ 事業の状況、１ 業績等の概要、(1) 業績」をご参照下さい。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資額は、総額26億30百万円であり、その主なものは、ボールペン等の生産設備の増強、合

理化のためのものです。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 
平成18年12月31日現在 

  

(2) 国内子会社 
平成18年12月31日現在 

  

(3) 在外子会社 
平成18年12月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含めておりません。 

     なお、金額には消費税等を含めておりません。 

２ 提出会社の本社の土地及び建物の一部は賃借しております。賃借している土地の面積は[ ]で外書きしております。 

３ 従業員数の〔 〕は、臨時雇用者数を外書しております。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業内容 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(東京都中央区) 

一般管理 
業務及び 
販売業務 

本社ビル 933 17
―
[704]

84 1,036 
281
〔6〕

伊勢崎工場 
(群馬県伊勢崎市) 

ボール 
ペン等の 
製造 

ボールペン等
の製造設備 

1,286 1,261
1,057
(65,527)

358 3,964 
225
〔58〕

平塚工場 
(神奈川県平塚市) 

万年筆・ 
ボール 
ペン等の 
製造 

万年筆・ボー
ルペン等の製
造設備 

380 754
43

(57,469)
300 1,479 

287
〔29〕

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業内容 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

パイロットインキ㈱ 
津工場 
(三重県津市) 

ボール 
ペン等の 
製造 

ボールペン等
の製造設備 

531 471
524

(46,931)
13 1,540 

26
〔49〕

パイロット 
プレシジョン㈱ 
(神奈川県平塚市) 

シャープ 
ペンシル 
等の製造 

事務所及びシ
ャープペンシ
ル等の製造設
備 

487 290
1,491
(31,740)

169 2,437 
198
〔86〕

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業内容 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

パイロット・ 
コーポレーション・ 
オブ・アメリカ 
(米国 コネチカット 
他) 

筆記具等 
の販売・ 
製造 

事務所及びボ
ールペン等の
製造設備 

1,349 495
505

(149,977)
87 2,438 

262
〔5〕

パイロット・ 
コーポレーション・ 
オブ・ヨーロッパ・ 
エス・アー 
(フランス アロンジ
ェ・ラ・カイユ他) 

筆記具等 
の販売・ 
製造 

事務所及びボ
ールペン等の
製造設備 

943 143
121

(28,000)
58 1,268 

175
〔22〕



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 180,000

計 180,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 46,814.56 46,814.56

東京証券取引所
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 46,814.56 46,814.56 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく定時株主総会決議による新株予約権の状況は次

のとおりであります。 

(平成16年３月30日定時株主総会決議) 

  

  

  
事業年度末現在
(平成18年12月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数 665個 609個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 665株 609株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 356,650円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日
至 平成21年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

株式の発行価格 356,650円
資本組入額   178,325円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

(ア)各新株予約権の一部行使

はできるものとする。 

(イ)新株予約権者は、権利行

使時においても、当社又は

重要な子会社の取締役、監

査役及び執行役員その他の

係長相当以上の従業員の地

位にあることを要する。た

だし、当社又は重要な子会

社の取締役、監査役及び執

行役員その他の係長相当以

上の従業員を任期満了によ

り、もしくは法令変更に伴

い退任した場合、又は定年

等その他正当な理由により

退職した場合は、なおその

後も権利を行使することが

できる。 

(ウ)新株予約権の質入・相続

その他の処分は認めない。 

(エ)その他の条件は、平成16

年３月30日開催の当社第２

期定時株主総会決議及び新

株予約権発行の当社取締役

会決議に基づき、当社と新

株予約権の割当てを受ける

者との間で締結した「新株

予約権割当契約」に定める

ところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
当社取締役会の事前の承認を

要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する 
事項 

― ― 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) ㈱パイロットとの合併による減少であります。 

  

(5) 【所有者別状況】 
平成18年12月31日現在 

(注) １ 自己株式713.93株は、「個人その他」の欄に713株、また、0.93株は「端株の状況」に含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が６株含まれております。 
  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年１月４日 46,814.56 46,814.56 2,340 2,340 15,684 15,684

平成15年７月１日 ― 46,814.56 ― 2,340 △5,679 10,005

区分 

株式の状況

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

0 47 12 97 49 3 2,291 2,499 ―

所有株式数 
(株) 

0 15,775 112 9,068 1,173 5,825 14,237 46,190 624.56

所有株式数 
の割合(％) 

0 34.15 0.24 19.63 2.54 12.61 30.83 100 ―



(6) 【大株主の状況】 
平成18年12月31日現在 

  
(注) １ 「みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託」は、株式会社みずほ銀行が所有していた当

社株式を退職給付信託として委託した信託財産であり、議決権については、株式会社みずほ銀行の指図により行使される

ことになっております。 

  なお、上記以外に「株式会社みずほ銀行」の名義で1.72株所有しております。 

２ 「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベストメンツ株式

会社信託口)」の所有株式は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた当社株式をその全額出資子会社であるCMTBエク

イティインベストメンツ株式会社へ現物出資されたものが、三井アセット信託銀行株式会社に信託されたうえで、日本ト

ラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたものであり、議決権行使の指図権はCMTBエクイティインベストメン

ツ株式会社に留保されております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

高   洪 明 
(常任代理人 三菱UFJ証券株式
会社) 

30/5 4TH FLOOR RUAMRUDEE PENT HOUSE,
SOI RUAMRUDEE WIRELESS ROAD,  
BANGKOK, THAILAND 10330 
(千代田区丸の内二丁目４番１号) 

5,823 12.43

株式会社三菱東京UFJ銀行 千代田区丸の内２丁目７－１ 1,718 3.67

みずほ信託退職給付信託みずほ
銀行口再信託受託者資産管理サ
ービス信託 

中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーZ棟 

1,602 3.42

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 
(三井アセット信託銀行再信託
分・CMTBエクイティインベスト
メンツ株式会社信託口) 

中央区晴海一丁目８番11号 1,540 3.28

パイロットグループ従業員持株
会 

中央区京橋二丁目６番21号 1,422 3.03

朝日生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

千代田区大手町二丁目６番１号
(中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフ
ィスタワーZ棟) 

1,134 2.42

三菱UFJ信託銀行株式会社 千代田区丸の内一丁目４番５号 1,100 2.35

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

港区浜松町二丁目11番３号 986 2.10

松竹株式会社 中央区築地四丁目１番１号 972 2.07

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

千代田区有楽町一丁目13番１号
(中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフ
ィスタワーZ棟) 

900 1.92

計 ― 17,198 36.73



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が６株(議決権６個)含まれております。 

２ 「端株」には当社所有の自己保有株式が0.93株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 713

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 45,477 45,477 同上 

端株 普通株式 624.56 ― 同上 

発行済株式総数 46,814.56 ― ― 

総株主の議決権 ― 45,477 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱パイロット 
コーポレーション 

中央区京橋二丁目６番21号 713 ― 713 1.53

計 ― 713 ― 713 1.53



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

当該制度の内容は以下のとおりであります。 

(平成16年３月30日定時株主総会決議) 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社及び重要な子会社の取締役、監査役及び

執行役員その他の係長相当以上の従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成16年

３月30日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 
  

(注) １ 以下の事由が生じた場合は、新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ調整するものとします。 

(ア)新株予約権発行日後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式に

より調整されるものとします。ただし、かかる調整は、当該時点で新株予約権の割当てを受けた者が行使していない

新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により0.01株に満たない端数が生ずる場合はこれを切り捨

てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

(イ)当社が合併又は会社分割を行う等、新株予約権の目的たる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場

合は、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとし

ます。 

２ 新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整するものとします。 

(ア)当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使、

「商法等の一部を改正する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡、「商

法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)附則第６条第１項の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除

く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

    なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

(イ)当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

(ウ)当社が合併又は会社分割を行う等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併又は会社分

割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 
  

決議年月日 平成16年３月30日 

付与対象者の区分及び人数(名) ・当社の取締役11名 ・当社の監査役４名 

・重要な子会社の取締役11名 

・重要な子会社の監査役２名 

・当社及び重要な子会社の執行役員その他の係長相当以上の従業員509

名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数(株) ・当社の取締役に対し92株 

・当社の監査役に対し24株 

・重要な子会社の取締役に対し82株 

・重要な子会社の監査役に対し12株 

・当社及び重要な子会社の執行役員その他の係長相当以上の従業員に対

し860株 (注１) 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。(注２) 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項 

―

  
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額＝調整前行使価額×  
１ 

分割・併合の比率 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第220条ノ６の規定に基づく端株の買取請求による取得 

  

(注) 「当期間における取得自己株式」には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式数は含まれており

ません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年３月１日から有価証券報告書提出日までの端株の買取り、買増し及びストッ

クオプションの権利行使による株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 旧商法第220条ノ６の規定に基づく端株の買取請求による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 30.71 21,350,990 

当期間における取得自己株式 7.15 6,166,060 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

1,300 964,535,000 ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(端株の買増請求) 0.26 172,590 0.04 35,280 

その他(ストックオプションの権利
行使) 

405 144,443,250 56 19,972,400 

保有自己株式数 713.93 ― 665.04 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益還元を第一に、安定的に配当を実施してまいりますため、中期的な財務体質の充実や

内部留保の必要性等を総合的に勘案して、業績に裏づけされた配当を行なうことを基本姿勢としております。 

当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる旨定款で定めており、毎年６月30日を基準

日として取締役会の決議により中間配当を、また毎年12月31日を基準日として株主総会の決議により期末配当を、そ

れぞれ実施いたします。当事業年度におきましては、平成18年８月18日開催の取締役会における決議により、当社普

通株式１株につき3,000円(支払総額133,249,800円)の中間配当を、また平成19年３月29日開催の第５期定時株主総会

における決議により、当社普通株式１株につき4,000円(支払総額184,402,520円)の期末配当を、それぞれ実施いたし

ました。 

なお、内部留保資金は、新しい製商品の開発や市場競争力を強化するため、また将来の事業を展開するためなどの

投資へ充当し、依然厳しい経営環境に備えてまいりたいと考えております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

なお、当社は平成14年１月４日付をもって設立しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高(円) 775,000 500,000 395,000 678,000 896,000

最低(円) 255,000 274,000 316,000 355,000 525,000

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 647,000 642,000 724,000 850,000 830,000 896,000

最低(円) 573,000 579,000 618,000 718,000 728,000 797,000



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長 ― 髙 橋   清 昭和17年８月24日生 

昭和40年４月 パイロット万年筆株式会社入社

(注)２ 50.00 

平成５年４月 株式会社パイロット東部第一営

業部長 
平成10年３月 同取締役

平成12年３月 同常務取締役国内営業本部長

平成14年４月 当社代表取締役専務

平成14年11月 当社代表取締役社長(現任)

平成16年３月 パイロットプレシジョン株式会

社代表取締役社長(現任) 

代表取締役 
専務 ― 高 砂 雄 一 昭和16年１月22日生 

昭和38年４月 パイロット万年筆株式会社入社

同上 39.00 

平成８年７月 株式会社パイロット人事総務部

総務担当部長 
平成10年３月 同取締役経理部長

平成15年３月 当社常務取締役

平成17年３月 当社代表取締役専務(現任)

常務取締役 生産本部長 岸   正 憲 昭和17年３月30日生 

昭和37年４月 パイロット万年筆株式会社入社

同上 37.00 

平成７年４月 株式会社パイロット平塚工場長

平成８年３月 同取締役

平成12年３月 同常勤監査役

平成14年１月 当社常勤監査役

平成16年３月 当社常務取締役生産本部長(現

任) 

常務取締役 国内営業 
本部長 今 井 正 芳 昭和19年８月６日生 

昭和42年４月 パイロット万年筆株式会社入社

同上 19.00 

平成13年５月 株式会社パイロット東京営業部

長 
平成13年７月 同東部支社長

平成14年３月 同執行役員

平成15年３月 当社取締役

平成16年８月 当社常務取締役国内営業本部長

(現任) 

取締役 ― マルセル・Ｒ． 
ランジャール 昭和28年５月24日生 

昭和59年７月 パイロット・ペン(フランス)エ

ス・アー入社 

同上 20.00 

平成１年１月 同総支配人

平成７年８月 パイロット・インダストリー・

ヨーロッパ・エス・アー総支配

人 
平成10年３月 株式会社パイロット取締役

平成10年12月 パイロット・ヨーロッパ・エ

ス・アー(現パイロット・コーポ

レーション・オブ・ヨーロッ

パ・エス・アー)取締役総支配人 
平成14年４月 当社取締役

平成14年６月 パイロット・コーポレーショ

ン・オブ・ヨーロッパ・エス・

アー取締役社長(現任) 
平成15年３月 当社常務取締役

平成18年３月 当社取締役(現任)

取締役 ― 中 筋 憲 一 昭和18年６月21日生 

昭和41年４月 パイロットインキ株式会社入社

同上 69.00 

平成５年１月 同第２開発部長

平成８年３月 同取締役

平成11年６月 同特許室長

平成14年３月 同代表取締役社長(現任)

平成15年３月 当社取締役(現任)



  

(注) １ 大川隆康及び丹羽宏己は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
２ 平成17年12月期に関する定時株主総会の終結の時より平成19年12月期に関する定時株主総会の終結の時まで 
３ 平成15年12月期に関する定時株主総会の終結の時より平成19年12月期に関する定時株主総会の終結の時まで 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社の考える企業の使命は、企業活動の成果を、株主・ユーザー・取引先・従業員・地域社会・その他すべての

ステークホルダーに対し適切に還元することにより、企業価値の増大を図ることであります。当社はその実現のた

めに最適と考える、コーポレート・ガバナンス体制を構築いたしております。 

また当社は、企業活動の大前提として、自らの社会的責任を充分に自覚し、コンプライアンスはもとより、信頼

の高い製商品の提供、雇用や環境への配慮、企業市民として社会への貢献を積極的に果たしてまいります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(株) 

取締役 
国内営業 
副本部長 

持 田 和 之 昭和17年８月10日生 

昭和40年４月 パイロット万年筆株式会社入社

同上 35.35 

平成４年４月 株式会社パイロット総務部長

平成８年４月 同宝飾営業部長

平成14年３月 同執行役員

平成15年３月 当社執行役員

平成16年３月 当社取締役

平成18年３月 当社取締役国内営業副本部長(現

任) 

取締役 生産部長 村 田   浩 昭和22年６月18日生 

昭和46年４月 パイロット万年筆株式会社入社

同上 17.00 

平成８年１月 株式会社パイロット研究開発部

長 
平成13年５月 同産業資材部長

平成14年３月 同執行役員

平成14年７月 同開発室長、産業資材部長

平成15年３月 当社執行役員

平成16年３月 当社取締役生産部長(現任)

取締役 
営業企画 
部長 

渡 辺 広 基 昭和23年８月13日生 

昭和47年４月 パイロット万年筆株式会社入社

同上 10.00 
平成15年７月 当社東北支社長

平成16年３月 当社執行役員

平成18年３月 当社取締役営業企画部長(現任)

取締役 関西支社長 岡 本 幸 三 昭和25年３月20日生 

昭和48年４月 パイロット万年筆株式会社入社

同上 18.00 

平成11年７月 株式会社パイロット筆記具商品

企画部長 
平成15年７月 当社営業企画部長

平成16年３月 当社執行役員

平成18年３月 当社取締役関西支社長(現任)

取締役 
商品開発 
部長 

早乙女 辰 男 昭和27年８月７日生 

昭和52年４月 パイロット万年筆株式会社入社

同上 11.00 

平成13年５月 株式会社パイロット生産技術部

長 
平成14年３月 同執行役員

平成15年３月 当社執行役員

平成15年７月 当社技術部長

平成18年３月 当社取締役商品開発部長(現任)

常勤監査役 ― 黒 木   透 昭和19年８月１日生 

昭和42年４月 パイロット万年筆株式会社入社

(注)３ 16.35 
平成12年４月 株式会社パイロット総務部長

平成14年３月 同常勤監査役

平成15年３月 当社常勤監査役(現任)

常勤監査役 ― 小久保 好 雄 昭和27年７月23日生 
昭和50年４月 パイロット万年筆株式会社入社

(注)２ 8.00 平成16年４月 当社経営企画室長

平成18年３月 当社常勤監査役(現任)

監査役 ― 大 川 隆 康 昭和７年11月20日生 

昭和34年４月 弁護士登録(現任)

(注)３ 2.10 
昭和57年３月 パイロット万年筆株式会社監査

役 
平成14年１月 当社監査役(現任)

監査役 ― 丹 羽 宏 己 昭和22年３月５日生 
昭和51年３月 公認会計士登録(現任)

(注)２ ― 昭和51年６月 税理士登録(現任)

平成18年３月 当社監査役(現任)

計 379.80 



(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の機関の内容 

当社は、11名の社内取締役(定員15名)により取締役会を構成しております。その中には、国内主要生産子会

社、および海外主要製販子会社の代表取締役３名が含まれており、グローバルなグループ経営体制に基づいた経

営の意思決定、ならびに適切な業務執行の監督を行っております。 

また、取締役会において９名の執行役員を選任し、迅速かつ機動的な業務執行を図っております。 

当社は、月１回の月次取締役会、および必要に応じて、臨時取締役会を開催いたしております。取締役会に

は、取締役・監査役が出席するとともに、執行役員はオブザーバーとして同席して、会社の重要事項を充分に討

議のうえ、決議いたしております。 

当社は、月１回の経営会議を開催し、取締役・監査役・執行役員が出席して、経営全般に関する事項の討議及

び決定を行っております。 

当社は、月１回の部長会を開催し、取締役・執行役員・各部門責任者が出席して、経営全般にわたる必要事項

の連絡・意見調整、および状況・課題認識の共有化を図っております。 

② 内部監査及び監査役監査の状況 

当社は、監査役制度を採用しており、監査役は４名であります。うち半数の２名が社外監査役であり、独立性

が確保されるとともに、１名が弁護士、１名が公認会計士という専門性を生かした監査業務を行なうことによ

り、監査の客観性・積極性・公正性の向上が図られております。監査役は、監査役会規則に基づき取締役会及び

経営会議に出席し、業務執行の状況や財産状態の調査及び経営の監査を充実させるとともに、必要に応じて意見

を述べるなど、監査役としての機能を充分に果たしております。監査役は会計監査人と相互に連携し、監査の実

効性の向上を図っております。 

また当社は、平成18年５月26日開催の取締役会において、内部統制の基本方針を決議するとともに、これに基

づき内部統制室を新設し、当社及び当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の構築を進めており

ます。 

③ 会計監査の状況 

当社は会計監査人として、アーク監査法人と会社法監査及び証券取引法監査に基づく監査契約を締結し、会計

監査を受けております。当期において当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名等は

以下のとおりであります。なお、当社と同監査法人又は業務執行社員との間には特別の利害関係はありません。 

  

 (注) ７年以内であるため記載を省略しております。 

 当社の監査業務に係る補助者は公認会計士４名、会計士補３名であります。 

④ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社は社外取締役の就任はありません。当社と当社の社外監査役の間には、人的関係、資本的関係又は取引関

係その他の利害関係はありません。 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

指定社員 業務執行社員 三浦 昭彦 アーク監査法人 (注) 

指定社員 業務執行社員 新井 盛司 アーク監査法人 (注) 



⑤ 内部統制システムの状況 

当社の内部統制への取り組みにつきましては平成18年５月26日付で公表いたしました「内部統制基本方針」に

従い、同年９月１日付で社内に「内部統制室」を設置いたしました。これにより当社は、コーポレート・ガバナ

ンスのもと、リスク管理とコンプライアンスをベースに内部統制の構築を開始し、業務プロセスに係る内部統

制、財務報告に係る内部統制の評価及び監査の体制づくりなどを鋭意推進しております。 

当社は、内部統制の構築と運用を、当社及び当社グループ全体の企業価値向上のための重要な経営戦略及び対

処すべき課題と位置付け、一層邁進してまいります。 

⑥ リスク管理体制の整備の状況 

当社は、「経営リスク管理規定」を設けて、コーポレート・ガバナンスの適切な運営と国内外の事業活動など

に伴い、想定される経営リスクに対処しております。 

当社は、事業活動において取り扱う個人情報を適法に管理する観点から、以下のことを取り決めております。 

(ア)「プライバシーポリシー」の制定 

(イ)「個人情報保護規定」の制定 

(ウ)個人情報保護管理責任者の選任 

(エ)個人情報保護に関する事務局の設置 

⑦ 企業情報開示の状況 

当社は、経営の透明性と公正性を図るため、情報開示の関係法規や証券取引所の開示規則等を遵守いたします

とともに、ホームページ等を積極的に活用してIR活動を強化し、全てのステークホルダーに対する情報の適時開

示を行っております。 

(3) 役員報酬の内容 

 取締役の年間報酬総額  108百万円(うち社外取締役 ―百万円) 

 監査役の年間報酬総額   32百万円(うち社外監査役 ８百万円) 

(4) 監査報酬の内容 

 公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  29百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬                         ―百万円 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

また、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書きに

より、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

また、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)及

び前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12

月31日まで)及び当事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、ア

ーク監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  4,472 4,688  

 ２ 受取手形及び売掛金  17,838 19,961  

 ３ 棚卸資産  17,764 17,668  

 ４ 繰延税金資産  2,856 3,008  

 ５ その他  2,319 2,229  

   貸倒引当金  △373 △335  

   流動資産合計  44,878 55.2 47,221 56.3

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1) 建物及び構築物 ※２ 16,692 17,593    

    減価償却累計額 8,775 7,916 9,341 8,251  

  (2) 機械装置及び運搬具 ※２ 23,140 23,546    

    減価償却累計額 18,539 4,601 19,214 4,332  

  (3) 土地 ※２  7,755 7,256  

  (4) その他 ※２  2,182 2,358  

    有形固定資産合計  22,455 27.6 22,199 26.5

 ２ 無形固定資産     

  (1) 借地権  4,796 4,545  

  (2) その他  259 253  

    無形固定資産合計  5,056 6.2 4,798 5.7

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券 ※１  8,091 7,868  

  (2) 繰延税金資産  194 398  

  (3) 前払退職給付費用  ― 365  

  (4) その他  656 1,240  

    貸倒引当金  △65 △223  

    投資その他の資産合計  8,876 10.9 9,649 11.5

   固定資産合計  36,387 44.8 36,647 43.7

Ⅲ 繰延資産     

   創立費  3 ―  

   繰延資産合計  3 0.0 ― ―

   資産合計  81,269 100.0 83,869 100.0

       



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形及び買掛金  13,483 13,400  

 ２ 短期借入金 ※２  9,890 11,188  

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金 

※２  3,957 3,435  

 ４ 一年以内償還予定社債  100 100  

 ５ 未払法人税等  971 651  

 ６ 繰延税金負債  15 4  

 ７ 未払費用  2,685 2,911  

 ８ 賞与引当金  549 602  

 ９ 役員賞与引当金  ― 30  

 10 その他  1,336 1,654  

   流動負債合計  32,990 40.6 33,979 40.5

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債  1,250 1,150  

 ２ 長期借入金 ※２  13,690 12,671  

 ３ 繰延税金負債  1,430 1,478  

 ４ 退職給付引当金  1,407 1,227  

 ５ 役員退職慰労引当金  253 249  

 ６ 連結調整勘定  1,935 ―  

 ７ 負ののれん  ― 1,811  

 ８ その他  387 537  

   固定負債合計  20,355 25.1 19,127 22.8

   負債合計  53,345 65.6 53,106 63.3

(少数株主持分)     

  少数株主持分  668 0.8 ― ―

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  2,340 2.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金  7,868 9.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金  15,552 19.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,303 2.8 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定  △558 △0.7 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※３  △251 △0.3 ― ―

   資本合計  27,255 33.5 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

 81,269 100.0 ― ―

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   2,340 2.8 

２ 資本剰余金     ― ―   8,788 10.5 

３ 利益剰余金     ― ―   16,935 20.2 

４ 自己株式     ― ―   △83 △0.1 

株主資本合計     ― ―   27,981 33.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ―   1,891 2.2 

２ 繰延ヘッジ損益     ― ―   △1 △0.0 

３ 為替換算調整勘定     ― ―   157 0.2 

評価・換算差額等合計     ― ―   2,047 2.4 

Ⅲ 少数株主持分     ― ―   733 0.9 

純資産合計     ― ―   30,762 36.7 

負債純資産合計     ― ―   83,869 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  74,467 100.0 80,593 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  43,515 58.4 45,928 57.0

   売上総利益  30,952 41.6 34,665 43.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  26,833 36.0 28,402 35.2

   営業利益  4,118 5.5 6,262 7.8

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 121 211    

 ２ 受取配当金 99 75    

 ３ 連結調整勘定償却額 105 ―    

 ４ 負ののれん償却額 ― 123    

 ５ その他 236 563 0.8 295 706 0.9

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 565 643    

 ２ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却額 

577 577    

 ３ 棚卸資産廃棄評価損 430 221    

 ４ 為替差損 294 508    

 ５ その他 350 2,219 3.0 668 2,620 3.3

   経常利益  2,462 3.3 4,348 5.4

Ⅵ 特別利益     

 １ 固定資産売却益 ※３ 10 18    

 ２ 投資有価証券売却益 213 6    

 ３ 前期損益修正益 ― 14    

 ４ その他 7 230 0.3 3 42 0.1

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産売却損 ※４ 79 41    

 ２ 固定資産除却損 ※５ 107 119    

 ３ 投資有価証券評価損 0 0    

 ４ 関係会社株式評価損 ― 29    

 ５ 関係会社整理損 ※６ ― 212    

 ６ 減損損失 ※７ 170 710    

 ７ その他 9 366 0.5 14 1,128 1.4

   税金等調整前当期純利益  2,327 3.1 3,263 4.1

   法人税、住民税及び 
   事業税 

1,656 1,532    

   法人税等調整額 △334 1,322 1.8 △15 1,516 1.9

   少数株主利益  10 0.0 62 0.1

   当期純利益  994 1.3 1,684 2.1

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,680 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   自己株式処分差益   188 188 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   7,868 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   14,817 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   当期純利益   994 994 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

配当金   218   

   役員賞与 
   (うち監査役賞与) 

  
41
(1)

259 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   15,552 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 2,340 7,868 15,552 △251 25,510 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △288   △288 

 役員賞与の支給     △40   △40 

 当期純利益     1,684   1,684 

 連結子会社の増加     27   27 

 自己株式の取得       △21 △21 

 自己株式の処分   919   189 1,109 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)         ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 919 1,382 167 2,470 

平成18年12月31日残高(百万円) 2,340 8,788 16,935 △83 27,981 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成17年12月31日残高(百万円) 2,303 ― △558 1,744 668 27,923 

連結会計年度中の変動額             

 剰余金の配当       ―   △288 

 役員賞与の支給       ―   △40 

 当期純利益       ―   1,684 

 連結子会社の増加       ―   27 

 自己株式の取得       ―   △21 

 自己株式の処分       ―   1,109 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △411 △1 715 302 65 367 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △411 △1 715 302 65 2,838 

平成18年12月31日残高(百万円) 1,891 △1 157 2,047 733 30,762 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 税金等調整前当期純利益  2,327 3,263 
 ２ 減価償却費  2,450 2,550 
 ３ 減損損失  170 710 
 ４ 連結調整勘定償却額  △105 ― 
 ５ のれん償却額  ― 10 
 ６ 負ののれん償却額  ― △123 
 ７ 役員賞与引当金の増減額(△は減少)  ― 30 
 ８ 貸倒引当金の増減額(△は減少)  126 △38 
 ９ 退職給付引当金の増減額(△は減少)  73 △179 
 10 受取利息及び受取配当金  △221 △287 
 11 支払利息  565 643 
 12 固定資産売却益  △10 △18 
 13 固定資産売却損  79 41 
 14 固定資産除却損  107 119 
 15 投資有価証券売却益  △213 △6 
 16 投資有価証券評価損  0 0 
 17 関係会社株式評価損  ― 29 
 18 関係会社整理損  ― 212 
 19 棚卸資産評価損  136 169 
 20 売上債権の増減額(△は増加)  1,232 △1,448 
 21 棚卸資産の増減額(△は増加)  △539 535 
 22 仕入債務の増減額(△は減少)  1,029 △631 
 23 その他  △7 402 
    小計  7,201 5,984 
 24 利息及び配当金の受取額  221 287 
 25 利息の支払額  △565 △636 
 26 法人税等の支払額  △1,297 △2,011 
   営業活動によるキャッシュ・フロー  5,559 3,623 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 有形固定資産の取得による支出  △2,788 △2,630 
 ２ 有形固定資産の売却による収入  116 78 
 ３ 無形固定資産の取得による支出  △34 △78 
 ４ 投資有価証券の取得による支出  △434 △633 
 ５ 投資有価証券の売却による収入  379 6 
 ６ 貸付金の実行による支出  △2 ― 
 ７ 貸付金の回収による収入  2 2 
 ８ その他  325 △1 
   投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,436 △3,256 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
 １ 短期借入金の純増減額(△は減少)  △579 1,049 
 ２ 長期借入れによる収入  4,865 2,728 
 ３ 長期借入金の返済による支出  △5,083 △4,338 
 ４ 社債の償還による支出  △2,100 △100 
 ５ 自己株式の売却による収入  524 1,109 
 ６ 自己株式の取得による支出  △12 △21 
 ７ 配当金の支払額  △218 △288 
 ８ 少数株主への配当金の支払額  △22 △18 
   財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,625 119 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △177 203 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  320 690 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  3,107 3,427 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  ― 75 
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  3,427 4,194 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社……13社 

連結子会社名は、「第１企業の概況４

関係会社の状況」に記載しているため

省略しております。 

連結子会社……14社 

同左 

  

  

前連結会計年度において非連結子会社

であったパイロット・ペン(スウェー

デン)は、重要性が増したことにより

当連結会計年度より連結の範囲に含め

ております。 

  非連結子会社……８社 

主要な非連結子会社の名称等 

 パイロット・ペン(スウェーデン) 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小規模会社

であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除外しております。 

非連結子会社……８社 

主要な非連結子会社の名称等 

 百楽貿易(深圳)有限公司 

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用非連結子会社……なし 

持分法適用関連会社……なし 

  

非連結子会社８社及び関連会社５社

は、それぞれ当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。 

持分法適用非連結子会社……なし 

持分法適用関連会社……なし 

  

非連結子会社８社及び関連会社４社

は、それぞれ当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度に

関する事項 

連結決算日と一致しております。 同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく

時価法 

    (評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しており

ます。) 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく

時価法 

    (評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定してお

ります。) 

      時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

   ② 棚卸資産 

   原則として移動平均法による原

価法により評価しているが、一

部の在外連結子会社は低価法に

より評価しております。 

 ② 棚卸資産 

同左 

   ③ デリバティブ 

    時価法 

 ③ デリバティブ 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法 

 ① 有形固定資産 

    定率法 

   当社及び国内連結子会社の耐用

年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以降

取得建物(建物附属設備を除く)

については定額法。 

   また、在外連結子会社について

は、主として定額法によってお

ります。 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

    建物及び構築物 25年～50年 

    機械装置及び運搬具 

            ４年～10年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方

法 

 ① 有形固定資産 

同左 

   ② 無形固定資産 

    定額法 

   ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   創立費 

    ５年間の均等償却 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

   創立費 

同左 

  (4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

債権の回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員に支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

 ② 賞与引当金 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

   ③    ―――――  ③ 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支出に備

えるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(会計処理の変更) 

当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29日)を適用し

ております。これにより販売費及び

一般管理費が30百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益がそれぞれ同額減少してお

ります。なお、この変更がセグメン

ト情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

   ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

   会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理しております。 

   数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しております。 

 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を退職給付引当金及び

前払退職給付費用として計上し

ております。 

   会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理しております。 

   数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理しております。 

   ⑤ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しておりま

す。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、為替差額は損益として処

理しております。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、為替差額は損益として処

理しております。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めております。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

  (会計方針の変更) 

当連結会計年度より、在外子会社等の

財務諸表項目のうち収益及び費用につ

いて、決算日の直物為替相場により円

貨に換算する方法から、期中平均相場

により換算する方法に変更しておりま

す。この変更は、期中を通じて発生す

る収益及び費用の各項目を従来の方法

により換算した場合、下期において直

物為替相場が大幅に円安となり、経営

成績を正しく反映しないこととなった

ため、これを回避し、より実情に即し

て適正に表示するために行なったもの

であります。 

この変更により、従来の方法によった

場合と比較して、売上高は1,925百万

円、営業利益は1,123百万円、経常利

益は136百万円、税金等調整前当期純

利益は124百万円、それぞれ減少して

おります。 

当中間連結会計期間はこの変更によ

り、従来の方法によった場合と比較し

て、売上高は269百万円、営業利益は

132百万円、経常利益は29百万円、税

金等調整前当期純利益は28百万円、そ

れぞれ減少しております。 

なお、セグメントに与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

  

  (6) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (7) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

   なお、金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについて

は、特例処理を適用しておりま

す。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段…デリバティブ取引

(為替予約取引、

通貨オプション取

引及び金利スワッ

プ取引) 

  ・ヘッジ対象…主として、外貨建

債権に係る変動リ

スク及び資金の調

達に係る金利変動

リスク 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

   ③ ヘッジ方針 

   将来の為替変動リスク及び金利

変動リスクを回避し、コストを

安定させることを目的としてデ

リバティブ取引を行っておりま

す。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   決算日及び中間決算日におい

て、ヘッジ手段の時価の変動の

累計とヘッジ対象の時価の変動

の累計を比較することにより、

有効性の評価を行っておりま

す。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (8) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

 ② 在外子会社での減損会計適用に

ついて 

   パイロット・ペン(シンガポー

ル)リミテッドにつきまして、

現地の会計基準により、当期か

ら減損会計が適用となっており

ます。 

(8) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

 ②    ――――― 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

全面時価評価法を採用しております。 同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

原則として５年間の均等償却。なお、

パイロットインキ㈱にパーチェス法を

適用したことにより発生した連結調整

勘定については20年間の均等償却。 

――――― 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

――――― 原則として５年の均等償却。なお、パ

イロットインキ㈱にパーチェス法を適

用したことにより発生した負ののれん

については20年間の均等償却。 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

――――― 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金そして価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用して

おります。これにより、税金等調整前当期純利益が710

百万円減少しております。なお、減損損失累計額につい

ては、当該資産の金額から直接控除しております。 

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。なお、従来の資本の部の

合計に相当する金額は30,029百万円であります。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度におけ

る連結財務諸表は改正後の連結財務諸表規則により作成

しております。 

  

自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の

一部改正 

当連結会計年度より、改正後の「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準」(企業会計基準第１号

平成17年12月27日)及び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第２号 平成17年12月27日)を適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「工具、器

具及び備品」(当連結会計年度末1,674百万円)は、明瞭

性の観点から、「その他」に含めて表示することに変更

いたしました。また「建設仮勘定」(当連結会計年度末

残高508百万円)は、当連結会計年度において資産の総額

の100分の１以下であるため、明瞭性の観点から、「そ

の他」に含めて表示することに変更いたしました。 

――――― 

――――― (連結貸借対照表) 

前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」又

は「負ののれん」と表示しております。 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」と表示しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」と表示しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(平成18年12月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 788百万円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 566百万円

※２ 担保に供している資産 

  

建物及び構築物 2,763百万円

機械装置及び運搬具 16 

有形固定資産「その他」 
(工具、器具及び備品) 

0 

土地 3,150 

計 5,932 

※２ 担保に供している資産 

  

建物及び構築物 2,279百万円

機械装置及び運搬具 1,420 

有形固定資産「その他」
(工具、器具及び備品) 

464 

土地 2,144 

計 6,308 

   上記に対する債務 

短期借入金 4,270百万円

一年以内返済予定長期借入金 2,829 

長期借入金 12,104 

計 19,204 

   上記に対する債務 

短期借入金 4,740百万円

一年以内返済予定長期借入金 2,714 

長期借入金 11,648 

計 19,102 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数 

普通株式 2,388.48株

※３        ――――― 

 ４ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対

する保証債務は236百万円であります。 

 ４        ――――― 

 ５ 受取手形割引高 589百万円  ５ 受取手形割引高 273百万円

 ６        ―――――  ６ 受取手形の債権流動化による譲渡高 815百万円

 ７ 期末日満期手形の会計処理 

   期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理

しております。 

   従って当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次のとおり期末日満期手形が含まれて

おります。 

受取手形 88百万円

 ７ 期末日満期手形の会計処理 

   期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理

しております。 

   従って当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次のとおり期末日満期手形が含まれて

おります。 

受取手形 104百万円

 ８ 当座貸越契約 

   運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融

機関と当座貸越契約を締結しております。 

当座貸越極度額 9,200百万円

借入実行残高 3,350 

期末未実行残高 5,850 

 ８ 特定融資枠契約(コミットメントライン)及び当座

貸越契約 

   運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融

機関と特定融資枠契約及び当座貸越契約を締結し

ております。 

特定融資枠契約及び
当座貸越極度額 

22,251百万円

借入実行残高 8,932 

期末未実行残高 13,318 



(連結損益計算書関係) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の
とおりであります。 
広告宣伝費 4,537百万円
運賃荷造費 2,559 
給与手当 6,658 
退職給付費用 497 
賞与 1,071 
賞与引当金繰入額 305 
貸倒引当金繰入額 42 
減価償却費 815 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の
とおりであります。 
広告宣伝費 4,926百万円
運賃荷造費 2,776 
給与手当 6,843 
退職給付費用 469 
賞与 1,164 
賞与引当金繰入額 330 
貸倒引当金繰入額 54 
役員退職引当金繰入額 94 
役員賞与引当金繰入額 30 
減価償却費 807 

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれる研究開発費
は、1,108百万円であります。 

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれる研究開発費
は、1,210百万円であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 10百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
機械装置及び運搬具 18百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。
土地 79百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。
土地及び借地権売却損 41百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 54百万円
機械装置及び運搬具 40 
有形固定資産「その他」 12 
(工具、器具及び備品) 
計 107 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 4百万円
機械装置及び運搬具 69 
有形固定資産「その他」 45 
計 119 

※６        ――――― ※６ 関係会社整理損は非連結子会社２社の清算に伴う
ものであります。 

※７ パイロット・ペン(シンガポール)リミテッドの本
社土地・建物(シンガポール国)について減損損失
170百万円を計上しております。 

  

※７ 減損損失の内訳
当社グループは、以下の資産グループについて減
損損失を計上しております。 

(減損損失の種類別内訳) 

当社グループは、事業用資産については主として
管理会計上の区分に基づいてグルーピングを行
い、賃貸用資産及び遊休資産等については個別に
資産のグルーピングを行っております。 
営業損益が継続してマイナスで、当該資産グルー
プの固定資産簿価を全額回収できる可能性が低い
と判断した資産グループについて、帳簿価額を回
収可能価額まで減額しております。 
遊休資産である土地等は、地価の下落に伴い帳簿
価額に対し時価が著しく下落した資産であること
から、回収可能価額まで減額しております。 
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却
価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で
測定しており正味売却価額については不動産鑑定
士による鑑定評価を基準としており、使用価値に
ついては将来キャッシュフロー見積額を5.0％で
割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 減損損失(百万円) 
東京都
八王子市 遊休資産 土地及び借地権等 349 

福岡県
福岡市他 支社 建物及び土地等 205 

神奈川県
平塚市 生産設備 機械装置等 135 

三重県
津市 遊休資産 土地  20 

合計 710 

建物及び構築物 13百万円
機械装置 60 
土地 358 
無形固定資産 201 
リース資産 68 
その他 7 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 端株の買取請求による増加        30.71株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 端株の買増請求による減少         0.26株 

 ストックオプションの権利行使による減少 405.00株 

 第三者割当による減少         1,300.00株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 46,814.56 ― ― 46,814.56 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 2,388.48 30.71 1,705.26 713.93 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 155,491 3,500 平成17年12月31日 平成18年３月31日 

平成18年８月18日 
取締役会 

普通株式 133,249 3,000 平成18年６月30日 平成18年９月19日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 184,402 4,000 平成18年12月31日 平成19年３月30日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,472百万円

３ヶ月超定期預金 △1,044 

現金及び現金同等物 3,427 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 4,688百万円

３ヶ月超定期預金 △494 

現金及び現金同等物 4,194 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    

  
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

  
期末残高
相当額 
  

(百万円)

機械装置及び 
運搬具 

  928   491   436

工具、器具 
及び備品 

  296  178  117

合計   1,224  670  554

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

  
期末残高
相当額 
  

(百万円)

機械装置及び
運搬具 

896 508 68  319

有形固定資産
「その他」 
(工具、器具 
及び備品) 

333 207 ― 125

合計   1,229  715  68  445

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 234百万円

１年超 319 

合計 554 

② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

１年内 213百万円

１年超 232 

合計 445 

リース資産減損勘定の残高 38 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 228百万円

減価償却費相当額 228 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 258百万円

リース資産減損勘定の取崩額 30 

減価償却費相当額 258 

減損損失 68 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

 (注)         同左 

２         ――――― ２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 5 

合計 6 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて20万円減損処理を行っております。 

なお、当該株式の減損処理にあたっては、下記の基準により減損処理を行っております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行っております。 

② 50％未満30％以上下落した場合のものについては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格

との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務

比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い総合的に判断し、回復可能性のないものについて減損処理を行ってお

ります。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 

取得価額を超えるもの 

   株式 

  

  

3,111 

  

  

6,987 

  

  

3,876 

小計 3,111 6,987 3,876

連結貸借対照表計上額が 

取得価額を超えないもの 

   株式 

  

  

139 

  

  

139 

  

  

0 

小計 139 139 0

合計 3,251 7,126 3,876

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円)

141 213

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

非上場株式 965



当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行った銘柄はありません。 

なお、当該株式の減損処理にあたっては、下記の基準により減損処理を行っております。 

① 50％以上下落した場合のものについては、すべて減損処理を行っております。 

② 50％未満30％以上下落した場合のものについては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格

との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務

比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い総合的に判断し、回復可能性のないものについて減損処理を行ってお

ります。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

  

次へ 

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 

取得価額を超えるもの 

   株式 

  

  

3,060 

  

  

6,295 

  

  

3,235 

小計 3,060 6,295 3,235

連結貸借対照表計上額が 

取得価額を超えないもの 

   株式 

  

  

780 

  

  

731 

  

  

△49 

小計 780 731 △49

合計 3,841 7,027 3,186

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

非上場株式 841



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

(1) 取引の内容・取引の利用目的 

  当社グループは、製商品輸出等による外貨建債権に

係る将来の為替相場の変動による損失を回避する為に

為替予約取引及び通貨オプション取引を利用してお

り、借入金に係る金利変動リスクの軽減と調達コスト

の削減を目的として金利スワップ取引を利用しており

ます。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(1) 取引の内容・取引の利用目的 

同左 

 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 

   なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすも

のについては、特例処理を適用しております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段…デリバティブ取引(為替予約取引、

通貨オプション取引及び金利スワッ

プ取引) 

  ・ヘッジ対象…主として、外貨建債権に係る変動リ

スク及び資金の調達に係る金利変動

リスク 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

   将来の為替変動リスク及び金利変動リスクを回避

し、コストを安定させることを目的としてデリバ

ティブ取引を行っております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   決算日及び中間決算日において、ヘッジ手段の時

価の変動の累計とヘッジ対象の時価の変動の累計

を比較することにより、有効性の評価を行ってお

ります。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  通常業務に伴って発生する金利変動、為替変動、価

格変動リスクを効率的にヘッジし、安定的な経営を行

う手段としてデリバティブ取引を行っており、短期的

な売買損益を獲得する目的や投機目的の取引は行わな

い方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引に係るリスク 

  デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い

金融機関に限られており、相手先の契約不履行による

信用リスクは小さいと考えております。 

  また全ての取引はヘッジ目的で行っており、当該取

引の損益はヘッジ対象のオンバランス取引の損益と相

殺されるので、市場リスクは重要なものとはなりませ

ん。 

(3) 取引に係るリスク 

同左 

(4) 取引に係る管理体制 

  取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に則っ

て執行されており、取引の執行と管理において相互牽

制機能が働く組織と報告体制をとっております。 

(4) 取引に係る管理体制 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

ヘッジ会計を適用しているためデリバティブ取引に関する注記を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

ヘッジ会計を適用しているためデリバティブ取引に関する注記を省略しております。 

  

前へ   次へ 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の

制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制

度を設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

  

  

    

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 12,984百万円

 (内訳) 

 未認識数理計算上の差異 566 

 会計基準変更時差異の未処理額 5,779 

 年金資産 5,230 

 退職給付引当金 1,407 

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 12,941百万円

(内訳)  

未認識数理計算上の差異 171 

会計基準変更時差異の未処理額 5,201 

年金資産 6,706 

連結貸借対照表計上額純額 862 

前払退職給付費用 △365 

退職給付引当金 1,227 

    

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 699百万円

利息費用 278 

期待運用収益 △82 

過去勤務債務の費用処理額 4 

数理計算上の差異の費用処理額 246 

会計基準変更時差異の費用処理額 577 

退職給付費用 1,724 

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 715百万円

利息費用 223 

期待運用収益 △123 

過去勤務債務の費用処理額 ― 

数理計算上の差異の費用処理額 290 

会計基準変更時差異の費用処理額 577 

退職給付費用 1,684 

    

４ 退職給付債務の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込み額期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 1.9％

過去勤務債務の処理年数 ―年

数理計算上の差異の処理年数 ５年

会計基準変更時差異の処理年数 15年

４ 退職給付債務の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込み額期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.5％

過去勤務債務の処理年数 ―年

数理計算上の差異の処理年数 ５年

会計基準変更時差異の処理年数 15年



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 
  

(注) 株式数に換算して記載しております。 

  

 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 
  

  

② 単価情報 
  

  

前へ   次へ 

付与対象者の区分及び数 ・当社の取締役11名 

・当社の監査役４名 

・重要な子会社の取締役11名 

・重要な子会社の監査役２名 

・当社及び重要な子会社の執行役員その他の係長相当以上の従業員

509名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 1,070株 

付与日 平成16年３月30日 

権利確定条件 新株予約権者は、権利行使時においても、当社又は重要な子会社の

取締役、監査役及び執行役員その他の係長相当以上の従業員の地位

にあることを要する。ただし、当社又は重要な子会社の取締役、監

査役及び執行役員その他の係長相当以上の従業員を任期満了によ

り、もしくは法令変更に伴い退任した場合、又は定年等その他正当

な理由により退職した場合は、なおその後も権利を行使することが

できる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 ３年間(自 平成18年７月１日 至 平成21年６月30日) 

権利確定前(株)   

 前連結会計年度末 1,070 

 付与 ― 

 失効 ― 

 権利確定 1,070 

 未確定残 ― 

権利確定後(株)   

 前連結会計年度末 ― 

 権利確定 1,070 

 権利行使 405 

 失効 ― 

 未行使残 665 

権利行使価格(円) 356,650 

行使時平均株価(円) 687,400 

公正な評価単価(付与日)(円) ― 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

   (繰延税金負債) 

役員退職慰労引当金 102百万円

退職給付引当金 531 

賞与引当金 166 

棚卸資産評価引当 395 

ゴルフ会員権評価損 47 

未払事業税 65 

棚卸資産未実現利益 1,613 

その他 912 

繰延税金資産小計 3,834 

評価性引当額 △100 

繰延税金資産合計 3,734 

減価償却不足額 △357 

その他有価証券評価差額金 △1,573 

その他 △200 

繰延税金負債合計 △2,130 

差引：繰延税金資産純額 1,604 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

   (繰延税金負債) 

役員退職慰労引当金 100百万円

退職給付引当金 455 

賞与引当金 164 

棚卸資産評価引当 296 

貸倒引当金 158 

棚卸資産評価損 216 

棚卸資産未実現利益 1,815 

その他 914 

繰延税金資産小計 4,120 

評価性引当額 △196 

繰延税金資産合計 3,924 

減価償却不足額 △330 

その他有価証券評価差額金 △1,317 

その他 △352 

繰延税金負債合計 △2,000 

差引：繰延税金資産純額 1,923 

    

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産 2,856百万円

固定資産―繰延税金資産 194 

流動負債―繰延税金負債 15 

固定負債―繰延税金負債 1,430 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産 3,008百万円

固定資産―繰延税金資産 398 

流動負債―繰延税金負債 4 

固定負債―繰延税金負債 1,478 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

5.1

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△4.3 

評価性引当額の増加 3.8 

税率変更の影響額 6.4 

その他 5.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.8

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％

(調整)   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

9.4 

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△4.1 

特別税額控除 △2.1 

住民税均等割等 1.2 

在外子会社との税率差 △6.7 

評価性引当額 3.2 

その他 4.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.5 

３ 従来、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

した法定実効税率は標準税率を用いておりました

が、法人事業税の外形標準課税導入に伴い、当連結

会計年度より当社グループの実態に合わせて変更し

ております。 

３         ――――― 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

事業の種類として「スティショナリー用品」及び「その他」に区分しておりますが、当連結会計年度について

は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「スティショナリー

用品」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

事業の種類として「スティショナリー用品」及び「その他」に区分しておりますが、当連結会計年度について

は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「スティショナリー

用品」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 
  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(7,881百万円)は親会社での余資運用資金、長期投資資金及び管理部

門に係る資産等であります。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４会計処理基準に関する事項(5)連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成にあたって採用した重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準に記載のとお

り、当連結会計年度より、在外子会社等の財務諸表項目のうち収益および費用について、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算する方法から、期中平均相場により換算する方法に変更しております。これに伴い、従来の方法によった場

合に比べ、「米州」について、外部顧客に対する売上高は1,394百万円、営業費用は626百万円、営業利益は768百万円少

なく計上されております。「欧州」について、外部顧客に対する売上高は273百万円、営業費用は113百万円、営業利益は

160百万円少なく計上されております。「その他の地域」について、外部顧客に対する売上高は257百万円、営業費用は62

百万円、営業利益は195百万円少なく計上されております。 

  当中間連結会計期間は、この変更により従来の方法によった場合に比べ、「米州」について、外部顧客に対する売上高は

354百万円、営業費用は167百万円、営業利益は187百万円それぞれ減少しております。「欧州」について、外部顧客に対

する売上高は127百万円、営業費用は46百万円、営業利益は81百万円それぞれ増加しております。「その他の地域」につ

いて、外部顧客に対する売上高は41百万円、営業費用は15百万円、営業利益は26百万円それぞれ減少しております。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

日本
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

38,659 18,472 13,201 4,133 74,467 ― 74,467

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

19,118 ― 2 ― 19,121 (19,121) ―

計 57,777 18,472 13,204 4,133 93,588 (19,121) 74,467

  営業費用 55,147 17,247 12,834 3,724 88,952 (18,603) 70,349

  営業利益 2,630 1,225 370 409 4,635 (517) 4,118

Ⅱ 資産 42,370 16,580 10,533 3,903 73,388 7,881 81,269



  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(8,307百万円)は親会社での余資運用資金、長期投資資金及び管理部

門に係る資産等であります。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４会計処理基準に関する事項(4)重要な引当金の計上基準に記載の

とおり、当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日)を適用しておりま

す。これにより「日本」の営業費用が30百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

  

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

日本
(百万円) 

米州 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

その他
の地域 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

  売上高       

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

38,701 22,148 15,558 4,185 80,593 ― 80,593

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

21,584 ― 6 ― 21,590 (21,590) ―

計 60,286 22,148 15,564 4,185 102,184 (21,590) 80,593

  営業費用 56,435 20,454 14,727 3,683 95,301 (20,970) 74,330

  営業利益 3,850 1,693 837 501 6,882 (620) 6,262

Ⅱ 資産 42,562 17,459 11,713 3,826 75,561 8,307 83,869



【海外売上高】 

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４会計処理基準に関する事項(5)連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の財務諸表の作成にあたって採用した重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準に記載のとお

り、当連結会計年度より、在外子会社等の財務諸表項目のうち収益および費用について、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算する方法から、期中平均相場により換算する方法に変更しております。これに伴い、従来の方法によった場

合に比べ、「米州」における売上高は1,394百万円、「欧州」における売上高は273百万円、「その他の地域」における売

上高は257百万円それぞれ少なく計上されております。 

  当中間連結会計期間は、この変更により従来の方法によった場合に比べ、「米州」における売上高は354百万円減少して

おります。「欧州」における売上高は127百万円増加しております。「その他の地域」における売上高は41百万円減少し

ております。 

  

  

(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州………北米、中南米 

(2) 欧州………欧州 

(3) その他の地域………アジア、中近東、アフリカ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

米州 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 20,812 13,773 8,623 43,209

Ⅱ 連結売上高(百万円)   74,467

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

28.0 18.5 11.6 58.0

  

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

米州 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 23,532 16,722 9,492 49,747

Ⅱ 連結売上高(百万円)   80,593

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

29.2 20.7 11.8 61.7



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 613,496円85銭

１株当たり当期純利益 21,753円10銭

１株当たり純資産額 651,368円54銭

１株当たり当期純利益 37,716円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、スト

ックオプション(新株予約権)を付与しておりますが、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載

を省略しております。 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
37,357円58銭

  
前連結会計年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益(百万円) 994 1,684

普通株主に帰属しない金額(百万円) 42 ―

(うち利益処分による役員賞与金) (42) (―)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 952 1,684

普通株式の期中平均株式数(株) 43,773.49 44,658.96

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 429.53

(うちストックオプション(新株予約権)) ― (429.53)

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式の概要 

平成16年３月30日定時株
主総会決議 
ストックオプション(新
株予約権) 
新株予約権の数 
        1,070個 

―



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 当期末残高の( )内書は１年以内に償還予定のものであります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

㈱パイロット
コーポレーシ
ョン 

第５回無担保社債 
平成15年 
３月25日 

350
250
(100)

年0.4 無担保 
平成21年
３月25日 

〃 第６回無担保社債 
平成15年 
７月31日 

1,000 1,000 年0.7 無担保 
平成20年
７月31日 

合計 ― ― 1,350
1,250
(100)

― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

100 1,100 50 ― ―

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 9,890 11,188 2.4 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,957 3,435 2.0 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定 
のものを除く) 

13,690 12,671 1.9 平成20年～平成23年

合計 27,538 27,295 ― ― 

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金 
(百万円) 

3,025 1,697 3,267 4,681



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  558 833  

 ２ 受取手形  1,997 2,206  

 ３ 売掛金 ※１  11,159 10,497  

 ４ 商品  1,683 1,686  

 ５ 製品  2,477 2,612  

 ６ 半製品  1,758 1,991  

 ７ 原材料  402 449  

 ８ 仕掛品  239 312  

 ９ 貯蔵品  286 289  

 10 前払費用  210 177  

 11 繰延税金資産  381 487  

 12 未収入金  330 361  

 13 未収消費税等  635 735  

 14 その他  100 70  

貸倒引当金  △61 △40  

流動資産合計  22,160 37.4 22,671 37.5

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

(1) 建物 ※２ 7,020 7,426    

減価償却累計額 3,776 3,243 4,009 3,417  

(2) 構築物 ※２ 1,002 1,009    

減価償却累計額 705 296 728 280  

(3) 機械及び装置 ※２ 11,654 11,684    

減価償却累計額 9,473 2,181 9,660 2,024  

(4) 車両及び運搬具 105 102    

減価償却累計額 90 15 91 11  

(5) 工具、器具及び備品 ※２ 6,597 6,498    

減価償却累計額 5,812 785 5,682 815  

(6) 土地 ※２  3,893 3,514  

(7) 建設仮勘定  197 323  

有形固定資産合計  10,613 17.9 10,387 17.2



  

  

  
前事業年度

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 ２ 無形固定資産     

(1) 借地権  4,796 4,545  

(2) ソフトウェア  60 97  

(3) その他  22 21  

無形固定資産合計  4,878 8.2 4,664 7.7

 ３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  4,915 5,292  

(2) 関係会社株式  15,937 16,175  

(3) 関係会社出資金  430 367  

(4) 長期貸付金  4 1  

(5) 関係会社長期貸付金  220 285  

(6) 破産債権・更生債権  17 465  

(7) 長期前払費用  64 41  

(8) 前払退職給付費用  ― 365  

(9) その他  202 193  

貸倒引当金  △247 △441  

投資その他の資産合計  21,543 36.4 22,747 37.6

固定資産合計  37,035 62.6 37,799 62.5

Ⅲ 繰延資産     

   創立費  3 ―  

繰延資産合計  3 0.0 ― ―

資産合計  59,199 100.0 60,471 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形  3,891 3,900  

 ２ 買掛金 ※１  10,015 10,310  

 ３ 短期借入金 ※２  3,350 4,250  

 ４ 一年以内返済予定 
   長期借入金 

※２  3,893 3,238  

 ５ 一年以内償還予定社債  100 100  

 ６ 未払金  160 269  

 ７ 未払法人税等  389 90  

 ８ 未払費用  890 986  

 ９ 前受金  71 47  

 10 預り金  72 69  

 11 賞与引当金  177 213  

 12 役員賞与引当金  ― 18  

 13 その他  135 128  

流動負債合計  23,146 39.1 23,621 39.0

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債  1,250 1,150  

 ２ 長期借入金 ※２  12,902 12,364  

 ３ 繰延税金負債  1,028 1,150  

 ４ 退職給付引当金  197 ―  

 ５ 役員退職慰労引当金  51 57  

 ６ その他  8 11  

固定負債合計  15,438 26.1 14,733 24.4

負債合計  38,585 65.2 38,355 63.4

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  2,340 4.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金  10,005 ―  

 ２ その他資本剰余金     

自己株式処分差益 1 1 ― ―  

資本剰余金合計  10,007 16.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金  315 ―  

 ２ 任意積立金     

(1) 配当準備積立金 240 ―    

(2) 別途積立金 4,980 5,220 ― ―  

 ３ 当期未処分利益  1,309 ―  

利益剰余金合計  6,844 11.6 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1,673 2.8 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４  △251 △0.4 ― ―

資本合計  20,614 34.8 ― ―

負債及び資本合計  59,199 100.0 ― ―
      



  

  

  
前事業年度

(平成17年12月31日) 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   2,340 3.9 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―     10,005     

(2) その他資本剰余金   ―     921     

資本剰余金合計     ― ―   10,926 18.0 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―     315     

(2) その他利益剰余金               

配当準備積立金   ―     240     

別途積立金   ―     5,500     

繰越利益剰余金   ―     1,355     

利益剰余金合計     ― ―   7,410 12.3 

４ 自己株式     ― ―   △83 △0.1 

株主資本合計     ― ―   20,594 34.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ―     1,522   

２ 繰延ヘッジ損益     ―     △1   

評価・換算差額等合計     ― ―   1,521 2.5 

純資産合計     ― ―   22,116 36.6 

負債純資産合計     ― ―   60,471 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※２     

 １ 製品売上高 22,419 23,644    

 ２ 商品売上高 29,269 51,689 100.0 29,614 53,258 100.0

Ⅱ 売上原価     

 １ 期首製品棚卸高 2,439 2,477    

 ２ 当期製品製造原価 15,074 15,627    

 ３ 他勘定振替高 ※１ 533 294    

 ４ 期末製品棚卸高 2,477 2,612    

製品売上原価 14,503 15,199    

 ５ 期首商品棚卸高 1,653 1,683    

 ６ 当期商品仕入高 ※２ 23,304 23,304    

 ７ 他勘定振替高 ※１ 414 298    

 ８ 期末商品棚卸高 1,683 1,686    

商品売上原価 22,859 37,362 72.3 23,002 38,202 71.7

売上総利益  14,326 27.7 15,056 28.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3,4  13,176 25.5 13,341 25.1

営業利益  1,150 2.2 1,714 3.2

Ⅳ 営業外収益 ※２     

 １ 受取利息 5 5    

 ２ 受取配当金 885 1,024    

 ３ 受取ロイヤリティー 270 270    

 ４ 為替差益 65 ―    

 ５ 固定資産賃貸料 190 211    

 ６ その他 187 1,604 3.1 165 1,678 3.2

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 323 326    

 ２ 社債利息 45 11    

 ３ 為替差損 ― 25    

 ４ 退職給付会計基準 
変更時差異償却額 

501 501    

 ５ 棚卸資産廃棄評価損 430 168    

 ６ その他 51 1,353 2.6 82 1,116 2.1

経常利益  1,401 2.7 2,276 4.3



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

   投資有価証券売却益  213 0.4 6 0.0

Ⅶ 特別損失 ※２     

 １ 固定資産売却損 ※５ 66 41    

 ２ 固定資産除却損 ※６ 91 81    

 ３ 投資有価証券評価損 0 0    

 ４ 関係会社株式評価損 ― 29    

 ５ 関係会社整理損 ※７ ― 212    

 ６ 関係会社貸倒引当金 
   繰入額 

220 35    

 ７ 減損損失 ※８ ― 554    

 ８ その他 2 381 0.7 ― 954 1.8

税引前当期純利益  1,233 2.4 1,328 2.5

法人税、住民税及び 
事業税 

420 337    

法人税等調整額 △55 365 0.7 120 458 0.9

当期純利益  867 1.7 870 1.6

前期繰越利益  552 ―  

中間配当額  111 ―  

当期未処分利益  1,309 ―  

      



製造原価明細書 

  

(注) １ 原価計算の方法は実際原価による工程別原価計算を行っております。 

２ ※１ 経費には、減価償却費を次のとおり含んでおります。 

  

３ ※２ 他勘定振替高の内訳 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 8,167 45.4 8,784 46.8

Ⅱ 労務費 4,979 27.7 4,978 26.6

Ⅲ 経費 ※１ 4,858 27.0 4,982 26.6

  (内外注加工費) (1,488) (8.3) (1,489) (7.9)

当期総製造費用 18,005 100.0 18,744 100.0

期首仕掛品・半製品棚卸高 1,792 1,998  

合計 19,798 20,743  

他勘定振替高 ※２ 2,725 2,811  

期末仕掛品・半製品棚卸高 1,998 2,303  

当期製品製造原価 15,074 15,627  

前事業年度 当事業年度

852百万円 896百万円

  前事業年度 当事業年度

研究開発費 469百万円 577百万円

戻り製品解体損 97 84

販売費及び一般管理費 349 362

固定資産振替額 249 156

修理部品他振替額 1,560 1,630

合計 2,725 2,811



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成18年３月30日) 

科目 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   1,309 

Ⅱ 利益処分額     

 １ 配当金   155   

 ２ 役員賞与金   16   

   (うち監査役賞与金)   (1)   

 ３ 任意積立金     

    別途積立金   520 691 

Ⅲ 次期繰越利益   618 



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 資本 

準備金 

その他
資本 
剰余金 

利益
準備金 

その他利益剰余金 

配当準備
積立金 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日残高(百万円) 2,340 10,005 1 315 240 4,980 1,309 △251 18,941 

事業年度中の変動額                   

 剰余金の配当             △288   △288 

 別途積立金の積立           520 △520   ― 

 役員賞与の支給             △16   △16 

 当期純利益             870   870 

 自己株式の取得               △21 △21 

 自己株式の処分     919         189 1,109 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)                 ― 

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 919 ― ― 520 45 167 1,653 

平成18年12月31日残高(百万円) 2,340 10,005 921 315 240 5,500 1,355 △83 20,594 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日残高(百万円) 1,673 ― 1,673 20,614 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当     ― △288 

 別途積立金の積立     ― ― 

 役員賞与の支給     ― △16 

 当期純利益     ― 870 

 自己株式の取得     ― △21 

 自己株式の処分     ― 1,109 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △150 △1 △152 △152 

事業年度中の変動額合計(百万円) △150 △1 △152 1,501 

平成18年12月31日残高(百万円) 1,522 △1 1,521 22,116 



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法 

(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。) 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法 

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。) 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２ デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法 

時価法 同左 

３ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法 

移動平均法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物   25年～50年 

機械装置及び運搬具 ４年～10年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 (1) 創立費 

５年間の均等償却 

(1) 創立費 

同左 

  (2) 社債発行費 

３年間の均等償却 

(2)     ――――― 

  

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に債権の回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に備

えるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3)     ――――― (3) 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支出に備え

るため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(会計処理の変更) 

当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29日)を適用

しております。これにより販売費

及び一般管理費が18百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益がそれぞれ同額減少

しております。 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。 

会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異については、各

事業年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額をそれぞれ発

生の翌事業年度より費用処理して

おります。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を退職給付

引当金または前払退職給付費用と

して計上しております。 

会計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異については、各

事業年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による按分額をそれぞれ発

生の翌事業年度より費用処理して

おります。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

８ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

９ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、金利スワップの特例処

理の要件を満たすものについて

は、特例処理を適用しておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

デリバティブ取引(為替予約取

引、通貨オプション取引及び金利

スワップ取引) 

・ヘッジ対象 

主として、外貨建債権に係る変動

リスク及び資金の調達に係る金利

変動リスク 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  (3) ヘッジ方針 

将来の為替変動リスク及び金利変

動リスクを回避し、コストを安定

させることを目的としてデリバテ

ィブ取引を行っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

決算日及び中間決算日において、

ヘッジ手段の時価の変動の累計と

ヘッジ対象の時価の変動の累計を

比較することにより、有効性の評

価を行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用

しております。これにより、税引前当期純利益が554

百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、当該資産の金額か

ら直接控除しております。 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。なお、従来の

資本の部の合計に相当する金額は22,117百万円であり

ます。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してお

ります。 

  

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正) 

当事業年度より、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」(企業会計基準第１号

平成17年12月27日)及び「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第２号 平成17年12月27日)を適用しており

ます。なお、これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

前事業年度まで区分掲記しておりました「設備関係支払

手形」(当事業年度末残高98百万円)は明瞭性の観点から

財務諸表等規則ガイドライン49―１―１に従い「支払手

形」に含めて表示することに変更いたしました。 

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度
(平成18年12月31日) 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

売掛金 5,731百万円

買掛金 6,166 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

売掛金 5,268百万円

買掛金 6,461 

※２ 担保に供している資産 

   上記に対する債務 

 建物 2,706百万円

 構築物 5 

 機械及び装置 16 

 工具、器具及び備品 0 

 土地 2,491 

 計 5,221 

 短期借入金 2,850百万円

 一年以内返済予定 
 長期借入金 

2,765 

 長期借入金 11,823 

 計 17,438 

※２ 担保に供している資産 

   上記に対する債務 

建物 2,067百万円

構築物 163 

機械及び装置 1,415 

工具、器具及び備品 469 

土地 1,396 

計 5,512 

短期借入金 3,450百万円

一年以内返済予定
 長期借入金 

2,714 

長期借入金 11,609 

計 17,773 

※３ 会社が発行する株式  普通株式 180,000株

   発行済株式総数    普通株式 46,814.56株

※３        ――――― 

※４ 自己株式の保有数   普通株式 2,388.48株 ※４        ――――― 

 ５ 保証債務 

   下記の各社の銀行借入金に対して次のとおり保証

を行っております。 

パイロット・コーポレーショ
ン・オブ・アメリカ 

3,660百万円

パイロット・コーポレーショ
ン・オブ・ヨーロッパ・エ
ス・アー 

3,582 

パイロット・ペン 
(ドイチェランド)ゲー・ 
エム・ベー・ハー 

200 

その他２件 297 

計 7,740 

 ５ 保証債務 

   下記の各社の銀行借入金に対して次のとおり保証

を行っております。 

パイロット・コーポレーショ
ン・オブ・アメリカ 

1,965百万円

パイロット・コーポレーショ
ン・オブ・ヨーロッパ・エ
ス・アー 

1,711 

計 3,677 

 ６ 受取手形割引高          589百万円 ６ 受取手形割引高 273百万円

 ７        ――――― ７ 受取手形の債権流動化による譲渡高 815百万円



  

  
  

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度
(平成18年12月31日) 

 ８ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

   従って、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次のとおり期末日満期手形が含まれておりま

す。 

受取手形 86百万円

 ８ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

   従って、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次のとおり期末日満期手形が含まれておりま

す。 

受取手形 104百万円

 ９ 当座貸越契約 

運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融

機関と当座貸越契約を締結しております。 

当座貸越極度額 9,200百万円

借入実行残高 3,350 

期末未実行残高 5,850 

 ９ 当座貸越契約 

運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融

機関と当座貸越契約を締結しております。 

当座貸越極度額 10,300百万円

借入実行残高 4,250 

期末未実行残高 6,050 

 10 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する金額は

1,673百万円であります。 

 10        ――――― 

  



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳 

 一般管理費(製品) 199百万円

   〃  (商品) 145 

 戻り不良品解体損他(製品) 173 

 棚卸資産廃棄評価損(製品) 161 

 棚卸資産廃棄評価損(商品) 269 

 計 948 

※１ 他勘定振替高の内訳 

一般管理費(製品) 141百万円

  〃  (商品) 175 

戻り不良品解体損他(製品) 163 

棚卸資産廃棄評価損(製品) △11 

棚卸資産廃棄評価損(商品) 123 

計 592 

※２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

 売上高 21,427百万円

 仕入高 15,012 

 営業外収益 1,364 

 特別損失 220 

※２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

売上高 23,835百万円

仕入高 15,809 

営業外収益 1,506 

特別損失 276 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとお

りであります。なお、この内販売費に属する費用

の割合は約80％であります。 

広告宣伝費 2,217百万円

運賃荷造費 2,434 

役員報酬 137 

給与手当 2,979 

賞与 763 

賞与引当金繰入額 91 

退職給付費用 336 

役員退職慰労引当金繰入額 20 

貸倒引当金繰入額 57 

減価償却費 269 

※３ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとお

りであります。なお、この内販売費に属する費用

の割合は約77％であります。 

広告宣伝費 2,411百万円

運賃荷造費 2,436 

役員報酬 129 

給与手当 2,878 

賞与 842 

賞与引当金繰入額 108 

役員賞与引当金繰入額 18 

退職給付費用 333 

役員退職慰労引当金繰入額 20 

貸倒引当金繰入額 16 

減価償却費 229 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は469百万円であります。 

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は577百万円であります。 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 66百万円

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地及び借地権 41百万円

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 39百万円

機械装置及び運搬具 40 

工具、器具及び備品 12 

計 91 

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 48 

工具、器具及び備品 30 

計 81 

※７        ――――― ※７ 関係会社整理損は非連結子会社２社の清算に伴う

ものであります。 



  

  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※８        ――――― ※８ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

(減損損失の種類別内訳) 

当社は、事業用資産については主として管理会計

上の区分に基づいてグルーピングを行い、賃貸用

資産及び遊休資産等については個別に資産のグル

ーピングを行っております。 

営業損益が継続してマイナスで、当該資産グルー

プの固定資産簿価を全額回収できる可能性が低い

と判断した資産グループについて、帳簿価額を回

収可能価額まで減額しております。 

遊休資産である土地等は、地価の下落に伴い帳簿

価額に対し時価が著しく下落した資産であること

から、回収可能価額まで減額しております。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金額で

測定しており正味売却価額については不動産鑑定

士による鑑定評価を基準としており、使用価値に

ついては将来キャッシュフロー見積額を5.0％で

割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 減損損失(百万円) 

東京都
八王子市 遊休資産 土地及び借地権等 349 

福岡県
福岡市他 支社 建物及び土地等 205 

合計 554 

建物及び構築物 13百万円

土地 337 

無形固定資産 201 

その他 2 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

端株の買取請求による増加          30.71株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

端株の買増請求による減少          0.26株 

ストックオプションの権利行使による減少  405.00株 

第三者割当による減少          1,300.00株 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 2,388.48 30.71 1,705.26 713.93



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    

  
取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

  
期末残高
相当額 
  

(百万円)

工具、器具 
及び備品 

  139  76  62

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
  

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

  
期末残高
相当額 
  

(百万円)

車両及び
運搬具 

8 1  6

工具、器具
及び備品 

139 104  34

合計 147 105  41

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 27百万円

１年超 34 

合計 62 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 29百万円

１年超 12 

合計 41 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 29百万円

減価償却費相当額 29 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によっております。 

④           同左 

  

  

 (注)         同左 

  

  

  

２         ――――― ２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 5 

合計 6 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年12月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成18年12月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 
  

  

次へ 

前事業年度 
(平成17年12月31日) 

当事業年度
(平成18年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  

役員退職慰労引当金 20百万円

貸倒引当金 102 

退職給付引当金 80 

棚卸資産評価損 216 

賞与引当金 72 

未払事業税 65 

その他 46 

繰延税金資産小計 601 

評価性引当額 △100 

繰延税金資産合計 501 

その他有価証券評価差額金 △1,148 

繰延税金負債合計 △1,148 

差引：繰延税金資産純額 △646 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

役員退職慰労引当金 23百万円

貸倒引当金 111 

棚卸資産評価損 216 

関係会社整理損 98 

減損損失 82 

賞与引当金 86 

未払事業税 57 

その他 50 

繰延税金資産小計 726 

評価性引当額 △196 

繰延税金資産合計 530 

前払退職給付費用 △148 

その他有価証券評価差額金 △1,044 

繰延税金負債合計 △1,193 

差引：繰延税金資産純額 △663 

  繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

流動資産―繰延税金資産 381百万円

固定負債―繰延税金負債 △1,028 

  繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

流動資産―繰延税金資産 487百万円

固定負債―繰延税金負債 △1,150 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

6.5

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△7.1

住民税均等割等 3.0

外国税額控除 △19.9

評価性引当額 8.1

その他 △1.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.6

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

10.5 

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△7.2 

特別税額控除 △1.7 

住民税均等割等 2.7 

外国税額控除 △17.6 

評価性引当額 7.2 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.4 

３ 従来、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

した法定実効税率は標準税率を用いておりました

が、法人事業税の外形標準課税導入に伴い、当事業

年度より当社の実態に合わせて変更しております。 

３         ――――― 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

前へ     

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 464,023円92銭 １株当たり純資産額 479,736円77銭

１株当たり当期純利益 19,169円76銭 １株当たり当期純利益 19,490円43銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

ストックオプション(新株予約権)を付与しております

が、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載を省略しております。 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

19,304円76銭

  
前事業年度

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益(百万円) 867 870

普通株主に帰属しない金額(百万円) 16 ―

(うち利益処分による役員賞与金) (16) (―)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 851 870

普通株式の期中平均株式数(株) 44,436.10 44,658.96

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 429.53

(うちストックオプション(新株予約権)) ― (429.53)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

平成16年３月30日定時株
主総会決議 
ストックオプション(新
株予約権) 
新株予約権の数 
        1,070個 

―



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

三井トラスト・ホールディングス㈱ 1,713,000 2,339 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グルー
プ 

374 549 

名糖産業㈱ 193,000 446 

㈱歌舞伎座 79,000 392 

㈱みずほフィナンシャルグループ 350 297 

国際航業㈱ 665,000 253 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 200 244 

日本管財㈱ 58,300 179 

日本金属㈱ 353,000 109 

㈱みずほフィナンシャルグループ
優先株 

100 100 

その他株式33銘柄 ― 379 

計 ― 5,292 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失計上額であります。 

２ 建設仮勘定の当期増加額及び当期減少額の主なものは、生産用金型の製作等によるものであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

減価償却
累計額又は 
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引 
当期末残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 7,020 429 
22
(11)

7,426 4,009 241 3,417

 構築物 1,002 17 
10
(1)

1,009 728 30 280

 機械及び装置 11,654 312 
282
(0)

11,684 9,660 423 2,024

 車両及び運搬具 105 1 4 102 91 4 11

 工具、器具 
 及び備品 

6,597 431 
530
(1)

6,498 5,682 368 815

 土地 3,893 ― 
379
(337)

3,514 ― ― 3,514

 建設仮勘定 197 2,051 1,925 323 ― ― 323

有形固定資産計 30,472 3,243 
3,170
(352)

30,559 20,171 1,068 10,387

無形固定資産       

 借地権 4,796 ― 
251
(201)

4,545 ― ― 4,545

 ソフトウェア 574 75 
277
(0)

372 275 38 97

 施設利用権 27 ― 0 26 5 0 21

無形固定資産計 5,397 75 
528
(201)

4,944 280 38 4,664

長期前払費用 155 9 
35
(0)

129 87 18 41

繰延資産       

 創立費 16 ― ― 16 16 3 ―

繰延資産計 16 ― ― 16 16 3 ―



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」のうち41百万円は、一般債権に対する貸倒実績率に基づく戻入額であり、損益計算書

上は、繰入額と相殺して表示しております。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 309 246 29 45 481 

賞与引当金 177 213 177 ― 213 

役員賞与引当金 ― 18 ― ― 18 

役員退職慰労引当金 51 20 14 ― 57 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 102

預金  

郵便振替 3

当座預金 418

普通預金 305

別段預金 3

小計 730

合計 833

相手先 金額(百万円)

三菱文具㈱ 225

㈱レイメイ藤井 85

㈱ヤマグチ 74

加藤憲リテールサポート㈱ 72

㈱エスシー 70

その他 1,677

合計 2,206

期日 金額(百万円)

平成19年１月満期 714 

  〃  ２月 〃  525 

  〃  ３月 〃  590 

  〃  ４月 〃  285 

  〃  ５月 〃  90 

合計 2,206 



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 金額には消費税等が含まれております。 

  

相手先 金額(百万円)

パイロット・コーポレーション・オブ・ヨーロッパ・
エス・アー 

3,120

華百文具用品股份有限公司 564

パイロット・コーポレーション・オブ・アメリカ 469

パイロット・ペン・カンパニー(ホンコン)リミテッド 255

㈱北海道パイロット 253

その他 5,832

合計 10,497

期首残高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

期末残高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(月) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  12   

11,159 54,931 55,593 10,497 84.1 2.4



④ 商品及び製品 

  

  

⑤ 半製品 

  

  

項目 金額(百万円)

商品  

万年筆 8

シャープペンシル 485

ボールペン 257

マーキングペン 289

文具 243

電算機用品類 324

貴金属・宝飾品類 15

ギフト用雑貨用品類 6

その他 56

小計 1,686

製品  

万年筆 250

シャープペンシル 27

ボールペン 1,457

マーキングペン 3

文具 87

電算機用品類 247

貴金属・宝飾品類 481

その他 58

小計 2,612

合計 4,299

項目 金額(百万円)

万年筆関係 349

ボールペン関係 1,427

電算機用品類 69

貴金属・宝飾品類関係 12

その他 132

合計 1,991



⑥ 原材料 

  

  

⑦ 仕掛品 

  

  

⑧ 貯蔵品 

  

  

⑨ 関係会社株式 

  

  

項目 金額(百万円)

万年筆関係 45

ボールペン関係 206

電算機用品類 20

貴金属・宝飾品類関係 128

その他 49

合計 449

項目 金額(百万円)

筆記具関係 42

電算機用品類 25

貴金属・宝飾品類関係 227

その他 15

合計 312

項目 金額(百万円)

消耗工具器具 94

進物ケース広告物等 41

修理部品等 93

その他 60

合計 289

銘柄 金額(百万円)

パイロットインキ㈱ 8,131

パイロットプレシジョン㈱ 2,732

パイロット・コーポレーション・オブ・アメリカ 1,971

パイロット・コーポレーション・オブ・ヨーロッパ・
エス・アー 

1,152

パイロット・ペン・ド・ブラジル・エス・アー 760

その他 1,426

合計 16,175



⑩ 支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

⑪ 買掛金 

相手先別内訳 

  

  

相手先 金額(百万円)

エプソン販売㈱ 326

三木産業㈱ 181

㈱吉澤晃文堂 173

㈱パイロットアド 165

新興サービス㈱ 134

その他 2,920

合計 3,900

期日 金額(百万円)

平成19年１月満期 954

  〃  ２月 〃  960

  〃  ３月 〃  995

  〃  ４月 〃  943

  〃  ５月 〃  46

合計 3,900

相手先 金額(百万円)

パイロットインキ㈱ 5,143

パイロットプレシジョン㈱ 1,317

キヤノンマーケティングジャパン㈱ 493

プラマテルズ㈱ 490

㈱電通マネジメントサービス 239

その他 2,625

合計 10,310



⑫ 短期借入金 

  

  

⑬ 一年以内返済予定長期借入金 

  

  

⑭ 長期借入金 

  

  

借入先 金額(百万円)

㈱みずほ銀行 1,050

㈱三井住友銀行 1,000

三菱UFJ信託銀行㈱ 800

農林中央金庫 500

㈱三菱東京UFJ銀行 400

㈱群馬銀行 300

中央三井信託銀行㈱ 200

合計 4,250

相手先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 1,027

㈱みずほ銀行 875

㈱三井住友銀行 279

三菱UFJ信託銀行㈱ 276

中央三井信託銀行㈱ 256

その他 524

合計 3,238

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 5,010

㈱みずほ銀行 4,678

中央三井信託銀行㈱ 728

三菱UFJ信託銀行㈱ 688

㈱三井住友銀行 504

その他 755

合計 12,364



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 当社は旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

なお、端株主の利益配当金及び中間配当金に関する基準日は上記のとおりです。 

  

  

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 毎年３月

基準日 毎年12月31日 

株券の種類 １株券、10株券 

剰余金の配当の基準日 
６月30日
12月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換   

  事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 (１枚100円に印紙税相当額を加算した額)

株券喪失手数料   

  株券喪失登録申請料 １件につき  10,000円

  株券登録料 １枚につき    500円

端株の買取り・買増し   

  事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 野村證券株式会社 全国本支店 

  買取・買増手数料 
当社独自の算式により１株当たりの金額を算定し、これを買取り、または買増しをし
た端株数で按分した金額 

公告掲載方法 
電子公告により当社ホームページ(http：//www.pilot.co.jp/)に掲載いたします。た
だし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞に掲載いたします。 

株主に対する特典 
毎年12月31日現在の１株以上を保有される株主の皆様に対して、当社製品を贈呈いた
します。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  
半期報告書の 
訂正報告書 

平成14年９月25日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 

  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 
  

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

  
平成15年３月28日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります。 

  
  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 

  
(3) 
  

  
半期報告書の 
訂正報告書 

  
平成15年９月25日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 

  
  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 

  
(4) 
  

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

  
平成16年３月30日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります。 

  
  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 

  
(5) 
  

  
半期報告書の 
訂正報告書 

  
平成16年９月27日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 

  
  
平成18年２月21日 
関東財務局長に提出。 

  
(6) 
  

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

  
平成17年３月30日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります。 

  
  
平成18年２月22日 
関東財務局長に提出。 

  
(7) 
  

  
半期報告書の 
訂正報告書 

  
平成17年９月27日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 

  
  
平成18年２月22日 
関東財務局長に提出。 

  
(8) 
  

  
有価証券報告書の 
訂正報告書 

  
平成17年３月30日に提出した有価証券
報告書の訂正報告書であります。 

  
  
平成18年３月24日 
関東財務局長に提出。 

  
(9) 
  

  
半期報告書の 
訂正報告書 

  
平成17年９月27日に提出した半期報告
書の訂正報告書であります。 

  
  
平成18年３月24日 
関東財務局長に提出。 

  
(10) 
  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第４期) 

  
自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日

  
  
平成18年３月30日 
関東財務局長に提出。 

  
(11) 
  

  
半期報告書 
  

(第５期中) 
  
自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日 

  
  
平成18年９月25日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月30日

株式会社パイロットコーポレーション 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パイロットコーポレーションの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社パイロットコーポレーション及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (5) 重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準に記載されているとおり、会社は在外子会社等の財務諸表項目の換算方法を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

ア ー ク 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  新  井  盛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年３月29日

株式会社パイロットコーポレーション 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パイロットコーポレーションの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社パイロットコーポレーション及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度

から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

ア ー ク 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  新  井  盛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年３月30日

株式会社パイロットコーポレーション 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パイロットコーポレーションの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社パイロットコーポレーションの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

ア ー ク 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  新  井  盛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年３月29日

株式会社パイロットコーポレーション 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社パイロットコーポレーションの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社パイロットコーポレーション平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針の会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を

適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

ア ー ク 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  新  井  盛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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